
農林水産省委託

【

アジア諸国の農村人口と農業開発

に問する調査報告書

- タ イ 国-

昭和61年 3月

財団法人 アジア人口･開発協会
(APDA)









アジア諸国の農村人口と農業開発

に関する調査報告書

一 タ イ 国-

昭和61年3月





▲バンコクにて鵠査報告左よりカルーン氏.



▲スリン県 B8ng Yang 村でのインタビュー風景

左よりダラ二-氏



は し が き

本報告書は,財団法人アジ7人口･開発協会が,昭和60年度農林水産省委託事業 ｢アジア諸国

の農村人口と農業開発に関する調査｣を受託 し,タイ国で実施したものであるo調査及び取りま

とめ等については,本協会内に設置した国内検討委員会 (主査 川野重任 東京大学名誉教授)

委員を中心に行った｡

調査の目的は,｢アシア諸国の農村 ･農業開発に対する協力は,農業生産の振興はもとよりそ

れを支える農村社会の発鼠 農民の生活改善にも配慮しつつ,特に農村の人口扶養力の維持増大

に貿するよう進めていくことが必要であるOこのため,アジア諸国の中からモデル的な地域を迷

走して現地調査を行い,人口扶養力の維持増大を念頭に置いた農村 ･農業開発のあり方の検討杏

行い,もって我が国の農林水産業協力の推進に資するものとする｣である｡

調査に当たり,現地では,プンティウム･カマピラド運輸通信副大臣,サムセン･ビノレ議員並

びに在タイ日本大使館橘jl:̂忠大使,永山勝行一等書記官に言i画全体にわたるこ指導 ･こ協力を,

また.-ンコク地域開発プロジェクト,タイ･ガ-ルズガイドのメンバ-の方々に農村での実態

調査のこ協力をいただいた｡

国内では,農林水産省経済局国際協力課並びに外務省経済協力局政策課に調査内容についての

こ指導及び調査の便宜をいただいた｡ここに深甚なる謝意を表する次第である｡

終わりに,この報告書が今後タイ国の農村 ･農業開発プログラムと日本政府の有効な協力の進

展に役立っ ことを願うものである｡

尚本報告書は本協会の責任において作成したものであり,農林水産省あるいは日本国政府の見

解や政策を反映するものではないことを付記 したい｡

昭和61年3月

財団法人 アジア人口 ･開発協会

理事長 田 中 龍 夫
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序章 課題 と方法

この調査研究の主題は,アジア諸国の農村人口と農業開発に関する調査をタイ国について実施

し,わが国の対外農業開発協力の資料としようとするものである｡

このため,われわれはタイ国で中部および東北部でそれぞれ 1カ村を選び,これについて農業

開発と人口動嵐 とくに家族計画の現状を,村民を対象とする面接調査として行うこととしたo〕三

題と現地調査とのつながりは,基本的にインド国を対象としたわれわれの調査 (農林水産省委託

｢アジア諸国の農村人口と農業開発に関する調査報告書 - インド国 - ｣財団法人7ジア人口

･開発協会 昭和60年 2月)の場合と同様であるが,大要次の通りである｡

1. 農業開発の目的はいうまでもなく,それによる所得水準の上昇,生活水準の上昇というこ

とであり,広い意味での人口扶養力の増大である｡しかし,いわゆるマルサス的人口法則の強く

作用する事態の下においては,.農業開発の結果必ずしも1人当たり所得水準 生活水準の向上とはな

らない｡開発効果がほとんど人口増加によって吸収されるということにもなるからである｡した

がってこの循環を断ち切るためには,なんらかの形,程度における人口増加の抑制政策が必要とな

るが,これが意識的,意図的に行われるのがいわゆる家族計画である｡本調査ではいわば農業開

発が効果晩 効率的に行われる前提として,家族計画が調査対象地において.いかなる形,程度

において,また,いかなる動械付けを以って行われつつあるかを調査することとした｡

2 次にはこれと農業開発とのつながりの問題である｡農業開発の結果がいかに家族計画の実

施に積極,消極の意味をもつかという問題とともに,家族計画の結果がいかに農業開発につなが

るかという問題である｡一般に農業開発が進めば所得水準1.昇の機会が増える,これはマルサス

的人口現象を早婚,多児という形でもたらす可能性を生む一方,意識的,技術的条件として,家

族計画を可能とし,促進する条件をもたらす｡他方,家族計画による人口増加の抑制は農業開発

推進上の条件を投資余力の増大,教育水準の向上その他の形でもたらすとも考えられるからであ

る｡この2面の関係がいかに現実に作用しているかを調査することとした｡
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3 しかし,農業開発はまた,それとしての問題ももつ｡開発上必要な知識,技術.資本調達

上の問題がそれであり,さらに関連しては御免 販売問‡乱 金融問題,経営管理の問題などがそ

れである｡さかのはっては経営者の開発に対する志札 姿勢,意欲の問題もあるO開発は従来の

経済循環,経営循環を変えるものとして.新たな生産要因の投入の一万,か ､ものの破棄が必要

となるだけでなく,多くの不安定条件の伴なうのか一般だからである｡そこでこの問題に,タイ

国農業がいかに対応しつつあるかを調査することとしたo既述,人u問題との関連もこの対応の

なかに見られ,これと密接な関係をもっことはいうまでもないからである｡

4 調査の最終的な視点としては,以 Lを国際協力推進 L･.の観点からいかに評価するかという

問題としてとり上げることとした｡問題解決に外からの働きかけが有効かつ効果的であるにして

ち.国際協力としてなし得る点についてはおのずから限嵐 限界があると考えられるからである｡

5 以上の調査目的と視点とを以て,われわれはタイ国の2カ村を調査対象地として選んだ｡1

つはチャイナート県ワット･ヤイ村であり,今 1つはスリン県ヤーン村である｡それぞれについ

て農家30戸30人を讃び,上述の問題についての面接調査を行った｡両県は立地条件,農業構造,

所得水準などについて対称的に異なる地位にあり,両村もそれぞれそれに対応する地位にあるo

県単位の比較として,中部タイの典型的県としてチャイナート県の農家 1戸当たり所得は東北部

の県スリン県のそれの約2.3倍に及ぶとされる｡しかも,人口増加率は所得の相対的に低い後者の

県において前者のそれより高い｡しかもその人口増加率の高さについては.出生率がスリン県に

おいてチャイナー ト県より高いたけでなく,外部からの流入率もまた,スリン県においてチャイナ

-ト県よりも高いとされる｡明らかに両県はその経済圏を異にし,所得水準も異なれば,人口増

加に対する姿勢においても異なるものがあると考えるへさであろう｡いわばマルサス的人u現象に

近いものが多少とも多く東北部タイのスリン県において見られるということかも知れないo Lか

し,他瓦 われわれの調査では出生率はともに絶対的にはこの10年来の傾向と低下しつつあるこ

とが認められた｡そしてその背景には,中部タイにおいては米作,東北部においては畑作といっ

た農業生産の基本条件の差があるにもかかわらず,ともかく.ともに進歩があったということは否

定できないようである｡もっとも農業開発の現状については,それぞれに問題をもっていること

後述の通りであるが,タイ国農業全体として見た場合,農業開発と家族計画が相互にプラスの方向

で作用し始めつつあることは間違いないようである｡

したがって,農業開発上の国際協力もこの基本線をふまえた上で展開されることとなる｡
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第2章 概 要

1 タイ国の一般概要

(1) 国土と国民

住) 自然条件

タイ国は,北緯 6度～20度,東経97度～106度に位置する国である｡気候は,熱帯及び亜熱帯モ

ンスーン気候であるため, 1年が 6カ月毎の雨期と乾期に分れている｡国土面積は51.3万k戊あ

り,日本の約1.4倍である｡国土は,70%が平地および丘陵地で,残り30%が山地となっている｡

最高峰は2,297mのドイパホムポク山で全体的に標高の高い山地はない｡このような自然条件の下

に,タイ国全体は植生的にはぼ均質な性格を持っているといえるが,降雨形態と地形の違いから

北部地九 東北地方,中部地瓦 および南部地方の4地方に区分されるD北部は,山王軌 盆地,

丘陵地が多く,雨期の降雨も適当にあり,水留りがよくて水利に恵まれている｡このため年間を

通して稲作,果樹栽培など各種農業に過した地方である｡東北部は台地状の平坦地と丘陵地が多

く,6カ月間の厳しい乾期があるため.水利に恵まれない｡このため,農業は雨期に集中してお

り,乾期の裏作はかんがいの普及している地域か,河川水の利用できる限られた地域で行なわれ

るにすきない｡中部はチャオプラヤ河 (メナム河)流域デルタの中央平原を中心として,両側 に

扇状地状の丘陵地を持つ )く平野部で,稲作を中心とするタイ国の穀倉地帯となっている.南部

はマラヤ半島の -･部をなしており,低い山地や丘陵地が多く,平野は少ない｡降雨は年間を通し

て有り,熱帯雨林気候であるためゴムや果樹の栽培が適している｡

(釘 国民性

タイ国民は,民族的に*国南部のタイ鼠 メオ族が南下定住して現在にいたっているとされ,

それらの子孫であるタイ族,ラオ族が大部分で,南部地方を除く全国に居住している｡その他に,
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華僑が10%と,マレー人 インド人,少数山岳民族がいる.宗教的に,90%以上が仏教 (小乗仏

戟)を信心していることもあって,国民性としても,かなり均質性があるといえる｡とくに,タ

イ国では,他の東南アシア諸国と違って,宗教や人種問題が人挿暴動などの大きな社会問題とな

ったことはなく,きわめて平和共存的国民といえる｡

また,タイ国は植民地になった経験のない国であり,他の東南アジア諸国が経験した厳しい植

民地統治や植民地的経済開発から免れることができたoこのため.タイ国は,伝統的な稲作を中

心とした農業国という基本的性格を保持しつつ,チャックリ王朝(1782年～現在)の下で,ゆっく

りとした近代化を計ってきた｡ また,前述したような自然条件に加えて,地震や台風などの

天災が少ない地理的条件にある｡したがって.国家としても,国民としても,これらの人為的な

苦難や,自然現象による大きな災難を経験することが少なかった｡このことは非常に恵まれた環

境であったといえると同時に,国家的.国民的に苦難を克服する経験を持たず,困難を打開する

訓練と技術を身につけるチャンスも少なかったということができるO このように.タイ国民は.

チャックリ王朝の成立以晩 現在にいたるまでの約200年間は,自然の与える富を容易に享受する

ことができたし,それによって生活してきた｡食に足り,普通に生活していて喰うに困ることの

ない条件に育まれたタイ人の国民性は,これまでの日本人のように,厳しい環境の中で育った国

民性とは大きな違いがあることに注目しなけjlはならない｡

(2) 政治と社会

(力 政治制度

現在,タイ国は立憲君主制度をとっており,チャックリ王朝9代目のラーマ9世国王が国家元

首となっている.国会は2院制で,勅選議員からなる上院と普通題挙による下院とからなる｡内

閣は議員内閣制をとらず,首相は国王によって任命さjl,大臣は国会議員である必要はない｡司

法は,三権分立の独立した機関ではなく,行政機関である司法省の下部機関となっているOタイ

のこのような現行政治制度は,実は1978年12月の現行憲法制定からのもので,長期間持続 したも

のではない｡タイでは,1932年に初めて憲法を制定して以丸 20回もの改廃を行っており,さら

に,度々のクーチタによる政変で憲法を持たない空自期間すらあるOそして,普通選挙による国

民の代表が国政に参加することが,今なおタイ国の定着した政治制度とはなっていないところに大

きな問題がある｡

第 2次世界大戦後,今日までのタイの政治は,そのほとんどが軍事政権によって統治されてお

り,文民政権ないし民主政治はきわめて短期間しか経験がない｡また,地方自治の制度が不十分

で,地方行政機関である県知事および郡長は内務大臣によって任命され,住民の選挙によって選

ばれるのではない｡行政サービスにおいても,地方行政事業のほと/i,とは中央政府の事業予算で

実施されており,地方自治体独自の財政は非常に少ない｡

上記のようなタイ国の政治制度において,これまでの政府は徴税と治安に重点を置く政治を行
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ってきた｡近代国家の大きな特徴は,国家建設に政府が指導的な役割を果たし,国民を統合し,

民意が政治へ反映するメカニズムを持っところにあるが,これまでのタイの政治制度はこれらの

特徴を十分満たしていない｡とくに,現代世界の一般的潮流である福祉国家として,政府が積極

的に国民生活の向 Lを図る役割は,これまでのタイの政治と政治制度には欠落しており,課題と

なっている｡

(む 社会構造

タイの社会構造を見る場合,次のような3つの側面が有力な分析視点となる｡①王族 ･貴族と平民

の違い,㊥華僑とそれ以外の住民との違い,@仏教徒とイスラム教徒との逢い｡このうち,①は現在

までの王制下において,身分が社会的地凪 政治経済的特権に結びっいており,タイ社会のなかで生

活上の様々な違いを生じさせている｡㊤ほ華僑の家族制度と経済活動の行動様式とが,それ以外の

住民と比較して大きく異なっており,同族意識および家父長意識が強く,拝金主義的傾向が強い

ために生じる問題である｡また華僑には,タイ社会における成功者が多いなど,貧富の差による

経済的な階級の差を生じている｡㊥は,イスラム思想による生活諸慣習と価値観が,国民の9割

以上を占める仏教徒の生活慣習及び価値観とかなり異なっていることから生じる問題であるOタ

イ社会の構造はこのような3つの側面の上に,婚姻関係,相続関像 雇用関係,商取引関取 治安関

係などが重層的に関連しているのが特徴である｡とくに,適正な徴税機能が働かず,租税収入の

主体を間接弓削こおき,相続税制度もないメカニズムでは,上記の社会構造のなかで,｢富める者

はますます富み,貧しき者はますます貧しくなる｣所得格差の拡大効果を制度的に生じさせてい

るOそして,このことが教育を初めとする様々な社会的格差を固定化させることになっている｡

(3) 経済および経済政策

① 経済政策と産業構造

タイ国の経済政策は1960年を境として大きく転換したoそれ紘,1950年代までの米のモノカル

チャ-経済から,経済開発計画の導入による工業化への転換であったo世銀と米国の援助を中心

として,1961年 1月から第 1次経済開発計画が実施され,①開発行政機構の整#,㊥産業インフ

ラストラクチュアの建設,㊥民間投資を主導とする工業化の促進などがスタートすることになっ

た｡その後,･第2次5カ年計画 (1966年10月～71年9月),第3次5カ年計画 (1971年10月～76年

9月),第4次5力年計画 (1976年10月～1981年9月)が実施され,現札 第5次5カ年計画 (19

81年10月～86年9月)が進行中であり,第6次5カ年計画の策定作業が行われているO

これらの経済開発言佃 の推進により,タイ経済は1960年代および1970年代を通して,年平均実

質7%の経済成長率を達成し,飛躍的な経済発展をなしとげた｡この間 (1960-80)の変化の大

きな特徴は,①GDPが名目で12,3倍になり,1人当たりGNPは6.8倍になった,㊥人口は 1,7

倍になった,㊥消費財を中心とする輸入代替産業の工業化が進んだ,④GDPに占める製造業の

一 15-



割合がIO.5%から19.6%になり,農業の割合は38,9%から25.4%になった,㊥また,それまで未

熟であった電九 道晩 港湾,電話などの産業基盤の繋僻が進んだ,などの大きな成果があった｡

(む 最近の経済課題

上記のように1960年代および1970年代を通して,タイ経済は比較的順調に発展してきた｡しか

し,このような発展は先進軌 とくに,米乳 日本,西与れ 世艶 アジア開銀などからの大量の

経済援助と,開放経済政策による大量の民間外国資本の流入に支えられてきたという側面を持っ

ている｡すなわち,1960年代以降の工業の発展は外資系企業の活動が主であり,また,様々なイ

ンフラストラクチュアの建設は特別に低利息であった公的倍数援助と外国技術によって行われて

きた｡この結果 経済のパイは飛躍的に拡大し,国民生活も大きく向上し,それは大きな成果で

あったと評価できるが,一方で.タイ経済が多国籍企業の影響を大きく受けるようになり,各種

産業技術は外国技術に支配されるようになった｡

1979年の第2次オイル･ショック後,Lu界的な経済停滞が長びくなかで,タイ経済においても,

これまでのような高度経済成長は望めなくなった｡また,工業化とともに,エネルギー多消費型経済

になりつつあるため,エネルギ-価格の高騰が経済に直接影響するようになった｡さらに,債務

累積の高まりや慢性的な財政赤字問題も横たわっている｡ このため,タイ経済は①効率を重視し

た経済政策をとること,㊥国際競争力のある輸出商品を開発すること,㊥所得格差の是正を図る

こと,④国内市場の拡大をはかること,が当面の重要課題となっている｡
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第 3表 対外債務残高 (単位 ･百万 ドル)

項 目 1979 1980 1981 1982

1983実 行 債 務 残 高 4,070.5 5,802.0 7,285.6 8,516.

0 9.731.1公的債務 2,827.1 4,099.5 5,l87.0

6.199.I 7,060.3民間債務 1,243.4 1.702.5 2,0

98.6 2,316.9 2,670.8元 本 返 済 額 153.8

166.1 226.9 308.1 418.6利 息 支 払 額 159.9 267.8 394.5 482.9 530.7

平均金利 (公的) 5.4% 6.8% 7.5% 8.7%

8.1%(民間) 10.4% 13.8%

13.8% lO.6% 8.9%4.8% 5.3%

7.1% 9,0% 日,3%外 貨 準 備 高 3.100 3,026 2,721 2,67Li 2,

556出所 lBRD

"WorldDebtTaゎks"1984-85年版2 人口政策の展開とその注目す

べき成果(1) すぐれた教訓人口政策が,今E],開発途上国において重要な意義と役割

をもってきていることはきわめて明らかであり,多くの国々によって理解されるに至っている｡平

均余命の延長,死亡率の改善,出生率の低下を可能ならしめるための人口政策と人口プログラム

を実行することは可能なのである｡これらの政策を開発

プログラムと有機的に統合して実行されるならば,生活の質を決定する人口上の構成要因の改善を

はかることは十分に可能である｡世界の低所得あるいは中所得の下位にある諸と乳 たとえば中国

,コロンヒ7,コスタ･リ力,キューハ,ジャマイ*,フィリピン,スリ･ランカの国々では,

60年を越える平均余命が達成され,また乳児死亡率,一般死亡率の改善や出生率の著しい低

下が実現されている｡タイもこのようなクル-プの一員である｡ これらの国々の政策やプログラムからい

くたの共通要因を見出すことができる｡その中でも,もっとも重要なものは,(1)健康,

(2)家族計軌 (3)教育である｡タイはこれらのグル-プの*でも典型的な国であって,人口

政策を開発プログラムへ統合させることによって,生活の質の向上に貢献すべき人口要因のすぼらしい発展をなしとげたので

ある｡平均余命は1950-55年の期間の47年が,1980-85年

の期間には62.7年にまで延びた｡そして1995-2000年の期間には66.8年にまで延びること

が予測されていると)同じ期間に乳児死亡率は出生千人に対し132の水準から51に,普通死亡率

は人口千人当たり19.2から77にまでめざましい低下,改善



466から286にまで低下している｡ほとんど40%の低下率である｡

1984年の人口動態についてはESCAPの推計がある≡)これによると,普通出生率は266,普通

死亡率は7.8,したがって自然増加率は1.88%である｡また出生時平均余命は男は61.2年,女65.1年で

男女いずれも60年をかなり上回っている｡乳児死亡率は56となっているOこのESCAPの1084年

の統計数字がもっとも新しいものであり,前述の国連の1982年の推計結果と大きな矛盾はなく,

死亡率の改善,寿命の延長,出生率低下が順調に行われていることを示している｡

また,最近入手 した資料 (Mol･tallty,HealthandInfantFeedingPractlCeSlnthe

NortheastThailand:Methc)dologlCalIssuesandSubstantiveResultsbyPeeraslt

Kamnuansllpa,JohnKnodel.Research CenterorNationalInstituteOfDevelopment

AdminlStratlOn,1985)によると,これは開発のもっともおくれた東北タイのサンプル調査であ

るが,乳児死亡確率は53ないし59であり,普通死亡率は72と推計されている｡

1983年の推計出生率は26,1984年は266となっているが,私どもが1984年現地で入手した資料

では1983年21,6となっておりヲ)この推計値との問に著しい差がみられる.もっとも,当時現地の

専門家も,出生届け漏れを考慮するとおそらく25前後になるといった見解を示していたOそうだ

とすると,26という前述の推計値もほぼ現実に近いものと考えてよいであろう｡いずれにしても,

タイの出生率の低下がめさましいものであったことには変わりはない0

このようなタイの出生率低下の際立った特徴は,人口再生産に対する態度,行動の急激な変化

-それは再生産革命ともよへる が全国的な経済発展に先行して達成されたということである｡

持続的な高度な経済発展がなくても,出生力低下の可能性を示した中国の教訓に加えられたもう

lつのすぐれた教訓である｡もっとも,タイの場合めぐまれた条件は,家族計画政策の決鼠 実

行にはほ平行して高度の経済成長が達成されたことである.1970年代のタイの年平均経済成長率

は7.2%の高水準にあったoこのような経済成長か家族計画の普及促進を後押しすることになった

と考えられるO

(2)家族計画 の15年 - CPS3を中心 と して

家族計画の全面的普及に直接貢献する役割を果たしたのはやはり政府の家族計画政策とそのプ

ログラムの強力な普及施策であって,このような努力に対して,高度経済成長は有力な助長的貢

献を果たした｡しかし.家族計画政策を成功せしめる中心的な活動は,小家族の経済的 ･社会的

利益と避妊手段の供給サービスを強調した効果的な宣伝教育であった｡中国の経験においても,

その徹底した宣伝教育の果たした役割はきわめて大きい｡出生コントロールといった個々の夫婦

にとってきわめてデリケートな行動について,国民的合意を得るためには,宣伝教育についての

有効適切な,かつ徹底した政策的努力が必要である｡

再生産行動に対するタイ国民の対応的変化が非常に早かった要因として,とくにいくつかの重

要な要田がみとめられる｡その1つは,異例的に高い女子の労働力率にみられる女子の経済的,

社会的環境であり,第2は仏教の影響があげられている｡タイの仏教には,避妊を制限する要因
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がみられないし,またとくに多出生を歓迎するものでもない｡むしろ,仏教は個人の責任を強調

しており,そのことは家族計画の受け入れに好都合な社会的環境とさえなっているように思われ

る｡

いずれにしても,出生率という統計数字にあらわれた事実は.出生数の激減であったが, これ

を直接可能ならしめたものは家族計画政策の採用と,そのすぐれた実行であったことはいうまで

もない｡

出生率急落の事実を,直接反映するよき指標は,有配偶女子の避妊実行率である｡家族計画i政

策か公式に政府によってみとめられたのは,1970年3月の閣議決定である｡しかし,現実に政策

化されたのは2年後の1972年であって,この年に第3次5ヶ年言佃i(1972-1976)の中に家族計

画プロクラム (NatlOnalFamilyPlanningProgramme-NFPP)が導入され,人口増加率

を望ましい水準に引き下げるための政府の公式の努力が開始された｡その効果はめざましく,也

生率の顕著な低下を通じて,人口増加率は第3次5か年計i垂iの出発点における年率3.2%を,第4

次5か年計画 (1977 1981)の終わりの1981年には1.9%にまで低下させることに成功した｡

家族計画政策採用前の1970年における有配偶女了の避妊実行率はわずかに14%にすぎなかったO

しかし,1975年にはいっきょに1970年の2.6倍以上の37%に,そして ｢避妊普及調査｣ (CPS-

ContraceptlVePrevalenceSurvey)の第 1回の1978年には53.4%,第2回 (CPS2)の1981年

には59.0%,第3回 (CPS3)の1984年には遂に64,6%に達した40)

このCPS3は1984年の4-7月に行われた最も新しい資料であるため,その調査結果の重要な

ものについて若干ふれておこう｡

まず第 1は,避妊方法の特徴である｡不妊手術が非常に高いこと,とくに女性において著しい｡

避妊実行者を100としてその手段別分布をみると,女子の不妊手術が36.5%を占めており,避妊手

段の中で最大である｡次いでピルが307%,注射が11.7%,IUDが7,7%,男性の不妊手術が

6.8%となっている｡不妊手術を男女合わせると43,3%となる｡これを地域別にみるとピルと女性

の不妊手術がとくに多いのは.北軌 中部,バンコックであって,両者を合わせて70%前後を占

めている｡とくに,北部では74.5%とずば抜けて高いことが注目される｡東北と南部はかなり低

く,前者は63%,後者は58.8%と低い.以上の避妊方法札 地域別分布を示すと表 1の如 くであ

る｡

次に,避妊実行者の割合の増大傾向の中で避妊方法別とその増減の傾向をみると表2の如くで

あって,1978年の53.4%の避妊実行中の者の割合が1981年には59.0%と増大しているが,その増

加分の大部分は女子の不妊手術者の割合の増大によるものである｡また,1981年から1984年の避

妊実行中の者の割合の増大ももっぱら女子の不妊手術者の著しい増加によるものであることが理

解されるoしかも,1984年には,今までのもっとも多かったピルを追い越して,この女子の不妊

手術が最高の避妊方法となったことに注目する必要があろうO

避妊の現在実行率64.6%は非常に高い水準にあることを示している｡過去に実行したことのある

者を加えると80%となる｡E]本の場合においても,過去に実行経験のある者と現在実行中のもの
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表1 現在避妊実行者の避妊方法別､地域別分布 (%)
(15-44歳の有配偶嚢)

資料･本文中の1984CPSの調査報告書,p48

蓑2 現在避妊実行者の割合と避妊方法別割合の分布の変化(15-44歳の有配偶妻

)資料 ･前表と同じ,p.45を合計すると80%を越えているが,現在

実行中の者の割合は,1970年代において60%を越えていたが,1981年

調査 (第16回)では55,5%と低下している (毎日新聞社 ･人口問題調査会 『全国家族計画

世論調査』第14回 (1977),15回 (1979),16回調査)0したがって,タ

イの避妊実行率はすでにはほ飽和状態に達 しているとみることができよう｡ しかも,日本の経験

と著しく異なっていることは,タイでは避妊効果の極めて高い不妊手術とピルに依存しているの

に対し,日本では効率の低いコンドームが圧倒的に多いということである｡さらに,タイの避妊

方法で注目される点は,ピルと女性の不妊手術が年齢によって著しく異なった役割を果たしている

ことである｡ ピルは若い年齢層では圧倒的に多い避妊方法となっているが,30歳頃まで年齢の増加にともなって急速に減少していくが,これにともなって女子の不妊手術が



から不妊手術への急速な移行は,HJ.生率低下を一層確実にするものであるといえよう｡

さらに,タイの家族計画普及において注目すべき点は,農村の普及率が高いことである｡CPS

3で全国の普及率 (現在実行率)が64.6%であるのに対して,農村は637%であり,都市の69.0

%より若干低い｡ただ,地域別にみるとバンコクの71.8%,北部の71.4%に対して南部が50.4%

で著しく低いことが注目されよう｡

避妊普及調査 (CPS)から,また,タイ人口の出生力についての貴重な資料が提供されてい

る｡その推計結果の1つは合計特殊出生率である｡これによるタイ人ロの合計特殊出生率は,19

81年 (CPS2)では3.68であり,1984年 (CPS3)は3.47となっており,なお著しく高いことが

注目される05)また, この合計特殊出生率を地域別にみると,バンコク (2.75)とq峡 部 (2.83)

は低いが,南部は4,76,東北は3.82と著しく高く,地域差の大きいことが注目される50)
平均初婚年齢19.7歳となお比較的若く,平均出生児数3.0人 合計特殊出生率では3.7(いずれも

cps3)であり,タイ人口の出生力はなお決して低いとはいえない｡しかし,最近における出生

率低下の傾向は著しい｡普通出生率でみる限り,効果的避妊の普及により,再生産行動は注目すへき

収縮傾向を示しており,人口増加率抑制に成果をあらわしている｡1986年の人口増加率目標値で

ある1.5%の達成は決して耐難ではないであろう｡そして,1991年の目標値1,0%の達成も十分期待

されるところである｡

(3) 家族計画思想の普及

最後に,家族計画思想の普及,国民のコンセンサスに必要な普及活動についてふれておこう｡

特に,タイにおいては,1970年以降の出生力低下の80%は,極めて有軌 活発な家族計鍬 こ帰せ

られるといわれてい860)そして.この家族計画運動の背後には,家族計画集団のカリスマ的存在

といわjlているメチャイ氏 (MechalVll･aVaidva)が国際的にも高く評価されてい870)家妖計

画といった個人のチリケ-卜な行動についての,個人的な,特に専門家の啓発宣伝が重要な意義

をもっていることは,西欧諸国の歴史においても,証明されているO特に,開発途上国において

紘,個人あるいは私的団体の献身的な努力が必要であるo政府の積極的な活動が欠如している場

合において特に重要である｡

しかし,タイのように,今日,政府の家族計画の宣伝普及活動が極めて活発であるところでは,

個人の活動が強調されすぎることは必ずしも事実を正確に伝えることにはならない｡"メチャイ

氏の,家族計画促進に対する顕著な成功的活動にたいしては,大きな賞賛がおくられるべきであ

ると同時に,人口コントロールの成功の陰の推進力となってきた政府の家族計画プログラムに対

し,より一層の賞賛が与えられるべきである"8)といった批判も当然のことであろう｡公衆衛生省

の家族保健部長のモラコット博士 (Dr.MorakotKornkasem)ち,メチャイ氏のような企業家

的精神の豊かな人物が,家族計画の必要性を人々に理解させることによって,国のプログラムに

対して重要な役割を果たしてきたし,また果たしている事実を強調しながらも,国の家族計画を

受入れた人々の80%は,政府のプログラムによるものであり,残りの20%はメチャイ氏をふくむ
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民間部門によるものであるとして,政府の役割の重要性を指摘している.9)また,私共が公衆衛生

省でお会いした家族保健部の家族引向普及促進の第一線の責任者であるパク マ女史 (Patama

BhlrOmrut)は,極めて活発な普及促進プログラムによって,新規に100万人以上の家族計画実行

者かえられたこと,また普及活動の重点を農村においてきたことを指摘し,政府活動の意義を強

調している｡

(4) 教育 と人 口政策

最後に,教育の問題にふれておこう0第1点は健康プログラムと家族計画プロクラムと教育の関

係であるo特に,母親の教育水準と家族計画の普及,したがって出生率の低下との間には密接な

関係があることは,｢世界出産力調査｣ (WorldFel･tilitySurvey)の中でも,また多くの調

査研究によって明らかにされている｡また,乳児死亡率や幼児死亡率と母親の教育水準と逆相関

の関係にあることも明らかにされている｡いいかえれば,出生率と乳幼児死亡率のいずれも母親

の教育水準と深い相関関係にあるということである｡

タイの教育普及度や識字率の高いことはよく知られているところである｡初等教育の就学率は,

1960年においてすでに83%であったが,1980年には96%に達している｡全人口の文盲率は1960年

において32%であったが,1980年にはわずか14%となっている｡111生率や乳幼児死亡率のめざま

しい低下の背景には,このような教育の普及があったという事実を見逃してほならないであろう｡

第2点は出生率と死亡率一特に乳幼児死亡率との間の関係である｡乳幼児死亡率の顛著な低下は,

高出生率低下の間接的要因としての意義をもっていることは,多くの研究によって明らかにされ

ているところである｡

タイにおける保健,家族計画と教育のそれぞれの政策はあいまって出生*,死亡率の低下,そ

して人口増加率の縮少という人口転換過程の加速化に成功をおさめつつある｡

しかし,この人口分野において問題がないわけではない｡もっとも新しい1984年のCPS3にも

みられた如く,合計特殊出生率はなお3.5に近い高い水準にあり,地域差も大きい｡希望子供数も

南部や東北部においては4人に近く,北部とバンコクではそれぞれ28人 2.9人となっている｡

ピルや注射から不妊手術への転換が30歳頃に急激に増加するといった現象は,徹底した避妊方法

への選択を意味するものであるが,問題が残されているように思われる｡

タイ政府自体も家族計画普及政策の重点対象を,南軌 北部山間少数民鼠 工場労働肴 スラ

ムとしてきめの細かいプログラムを検討している｡世界経済の不況化の中で開発途上国も深刻な

影響を受けつつある.タイも決して例外ではない｡低速化する経済の中で,人口政策を強化する

ことは必ずしも容易ではない｡しかし,しっかりと根付いた家族計画思想を,国の人口増加抑

制目標実現に貢献せしめるためには,より高次のきめの細かい施策が必要であることはいうまで

もない｡

人口政策は出生や死亡あるいは人口増加抑制の問題に限られているわけではない｡多くの開発

途上国にみられる如く,大都市への人口の過度集中の問題はタイにおいても極めて深刻である0
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バンコクにおけるスラム調査も,人口の受皿としての大都市人口のかかえる問題の重要な側面につ

いての研究である｡しかし,それは大郁市だけの問題ではないo大都市と大量の人口を送出する

農村との関係でみなければならない相対的な,ハランスの問題でもあるoLかも,南部や東北

部にみられる高出生力は,家族計画を中心とする人口増加抑制政策にとっての重大関心事項であ

る｡人口移動は出生力低下を引きおこす重要な契機ともなるoバンコクのスラムに居住する人口

の出生率が予想外に低いことの 1つの重要な要因は,農村から大都市への流人人口であるという

ことである｡

出生,死亡という再生産行軌 人口移動という空間移動行動と経済的,社会的変動は,相互不

可分の関係にある｡私共の人口･開発基礎調査の目的も, このような関係を具体的なケース調査

の*で明らかにしながら,政策の方向を探索することである｡
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3 農業生産形態の変化と要因

(1) タイ農業の構造変化

タイ国はかつて ｢世界のライス･ボウル｣といわれてきたoとくに･チャオプラヤ河流域の広

大な中央平原は,大土地所有制の下でタイ国でも中心的な米作地帯を形成し･そこで生産される

米の多くは世界各国へ輸出されてきたoタイのこのような食糧輸出国であるという性格は,1980

年代の現在でも変わりはない｡しかし,かつての米のモノカルチャ-農業は･現在では大きく変

貌した｡それは,タイ国が,米の輸出とともに,キャッサバ, トウモロコシ･砂糖の世界屈指の

輸出国になったということである｡すなわち,タイの農業はモノカルチャーから多角農業へ,そ
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の構造を大きく変化させた｡この農業多角化への構造変化は,1950年代末から生じ.1960年代及

び1970年代の20年間に大々的に展開された｡そして,この構造変化は,米国および世界銀行の援

助が本格的に行われるようになり.さらに日本の開発輸入の経済協力が本格的に行われるように

なった時期と時を同L,くしているDまた.タイ農業の多角化は,栄,キャッサ-, トウモロコシ,

砂糖の4品目以外に.コム,ケナフ,豆類,タバコ,果実,野菜などの多品目にわたっている｡

もともと食糧余剰国であったタイ国の農業多角化は,即輸出に結びつく構造を持っていた01983

年のこれらの輸E日義は米348万 トン,キャッサバ520万 トン, トウモロコシ266万トン,砂糖154万ト

ン,ゴム56万 トンなどであり.農業一次産品及びパイナップル缶詰など農産品の輸出額は,タイ

の全輸出額の6割強を占めている｡

タイ農業のこれまでの飛躍的な発展は,現在次のような諸問題に直面している｡①Lu一界市場に

おける一次産品価格の低迷,④農業技術の後進性,㊥農業生尉 生の低さ,などであり,--･言でい

って,低生産性にもかかわらず豊作貧乏に泣かされている状態といえる｡1960年代以降のタイ農

業の構造変化は,作物の種類と畠の増大に特徴づけられ,それなりに--･定の成功を収めてきた｡

しかし,現在,新たな対応を迫られているoそれは,農産物の高付加価値化と農家所得の向上と

いう,農業の,より質的な面における構造改善である｡

(2)タイ農業の現況と地域枯差

就業人口の産業別構造における農業就業人口は,1960年に823%あったものが1980年には72.2

%へと10.1ポイント低下した｡しかし,実数では1,133万人から1.682万人へと549万人増加してい

る｡1960年から1980年までの全産業の雇用増加数が951万人であるから,農業はその57.7%を吸収

したことになる｡このように,タイの農業は就業人口の7割以 l二を占め,雇用増加の過半を担い,

輸出の6割以上を占め,また国内総生産の254% (1980年,第 1節第 1表参照)を占める重要な

産業となっている｡

農家戸数は,1980年で447万戸あり,1戸当たり平均家族数は71人である｡また, 1戸当たり

平均土地所有面積はLL26ヘクタール (26.64ライ)でEl本よりもかなり広い｡1976年から1982年ま

での6年間に,農家戸数は419万戸から469力戸へと約50万戸増加した.こjlに対して農地は167.6

万ヘクタール増加したに過さなかったため, 1戸当たり農地は4.32ヘクタールから4.22ヘクター

ルへと0.1へクタ-ル減少し,農地の細分化の傾向が見られる｡

土地利用においてほ,国土面積320,697千ライ (1ライ≒0.16-クタ-ル)のうち123.587千ライ

(19.8万k招)が農地であり,農地のうち水口が59.2%,畑地が24.0%,果樹栽培地が9,6%,その

他7.2%となっている｡また,全農地のうち84.1%は自作地で,小作地は15.9%となっている (以

上1982年現在)｡

1人当たり農業所得は5,743バーツ (250ドル)で,非農業所得38,357バーツ(1.･J68ドル)の15

%に過ぎない｡ 1人当たり農業所得の地域別では,もっとも高いのが中部地方の9,421,ヾ-LJy(ヰlo

ドル),次いで南部地方7,42レ -ヾツ (323ドル),北部地方6.003バーツ (261ドル),もっとも低い
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のか東北地方3,047--ツ (132ドル)となっており格差が大きい (以上1982年現在)0

地域別に見た農業の特徴を見ると次のようになる｡

①中部 .タイ国における農業先進地域で大規模農業が見られる｡早くから大規模かんがい施設

が建設され,大型 トラクターなど機械化も早かったo稲作条件のもっともよい広大なチャオプラ

ヤ河デルタ地帯の多くは,王族 ･貴族の大土地所有地で,小作制度が発達している｡テルク地帯

周辺部には小規模自作農が多い｡1960年代以降,それまで7kEEEに不適であった丘陵地帯に, トウ

モロコシ,キャッサバ,砂地キヒなどの換金作物が大々的に開発されるようになって,デルタ周

辺部は一大畑作地帯を形成するようになったoさらに,首都バンコクの急激な人口増加と消費拡

大により,野菜,果物などの近郊型園芸作物や,養晩 養鶏,養魚業などが発達した｡このよう

に,中部地方の農業は商業感覚の優れた農業経営が広くゆきわたっている地方である｡

㊥南部 南部は熱帯雨林気候で平野部が少なく,稲作地は少ない｡ このため,米の大輸出国で

ありながら,この地方は米を移入しなければならない｡代わって,南部はゴム,果物,魚という

有力な商品を産出しており.単低も高い｡ このため輸出と,国内他地方への産品の移出により,

早くから農業所得の比較的高い地方であった｡

㊥北部 :この地方は気候条件,地理的条件とも農業に適した条件にあり,古くから稲作,畑作,

果樹栽培とも安定して宮なまれていた｡また,盆地や河川流域部では大土地所有地が発達 してい

るo北郷地方は7畑Jに恵まれていたため,米の二期作や米と他の作物 との二毛作を行う農家が

多く,集約的農業が発達し,農業所得が安定していた｡さらに,この地方はチーク材の主産地で

あったため,かつては林業の盛んな地方でもあったoLかし,最近では森林資癖が枯渇し,植林

による森林の育成が大きな課題となっている｡

④東北部 東北部はタイ語で ｢イサーン｣と呼ばれ,特別な感情を込めて話されるo E)ラオ

ス語,カンボジア語に近い方言が広範囲にある,ll)半年間の乾期が厳しい, Ill)台地や丘陵地

が多いため水利に恵まれず,農業,とくに稲作が不安定である,N)もち米を常食とする｡V)貧

困,後進地方である,などのためであるoLかし,1960年代および1970年代の トウモロコシ,辛

ャッサバ,砂糖キどなと畑作物開発の成功例も見られ,一部かんがい施設の完成で生産が飛畔的

に伸びる例が見られるなど,今後の開発ポテンシャリティ-は大きい｡

(3)農業開発上 の課題

① 問題状況

タイ農業は現在大きな曲り角にある｡それは.まず第 1点に,これまで輸脚こ結びついて農業

多角化と生産増がなされてきたものが,世界的に経済が低成長になったことと,穀物の過剰時代

を迎えて一次産品価格が低迷しているために,生産増が必ずしも所得の向上に結びつかなくなっ

たためである｡第2点は,1970年代後半に耕地拡大の余地が無くなり,均分相続思想の下に土地

の細分化が早まりつつあって, 1戸当たりの生産手段が縮小しつつあるのに加えて,農業生産コ
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ストと生活費支出が確実に高まっているためである｡

㊥ 課題 1 農業の近代化と国際競争力の向上

タイ国は世界屈指の食糧輸出国に成長したにもかかわらず,生産現場における農業技術は非常

に水準が低い｡したがって,単位面積当たりの生産最が低いし,天候不順に大きく影響されやすい｡

さらに産物の成育,収穫,貯蔵時の管理が悪いため.品質の低い商品となっている｡これまでの

生産増は専ら林野の開拓による耕地の拡大に支えられていたが,すでにそれができる時代は終わ

った｡また,農産物の流通経緯の近代化も遅れている｡たとえは,輸出用港湾施設の不足,各流

通段階の倉庫等施設の不足,集荷 ･流通組横の無秩序な競争など,輸出競争力を阻害する要因が

多い｡農業の生産段階及び流通段階での技術の近代化による輸出競争力の向上が大きな課題であ

る｡

(釘 課題 2 農民所得の向上と社会基盤の整備

1960年代以降の経済開発の促進は,タイの末端村落まで商品経済を浸透させた｡道路ができれ

ばコカ･コーラやプラスチック雑貨品が村に入り,電気が通じればテレビが急速に普及する｡そ

れまでは準自給自足的生活ながらも生活に困ることはなかったものが,最近では現金支出の機会

が非常に多くなった｡ しかし,大多数の農民は少々の農産物を売ったくらいではたいした所得に

はならない｡8割近くの人口が農民で,食糧余剰国では普通の農産物の価格は非常に安いためで

ある｡輸出作物においても,農民に国瞭市況の情報が入るのは遅いし,情報が入ったとしても分

析能力は無い｡また,出荷詞紫や生産調整を行うだけの手段も能力も農民にはなく,農民は生産

をし,買い手がつくのを待つだけである｡このため,国際市況がよいときには利益が中間業者に

先取りされて農民の手に届かず,市況が悪いときには過剰生産に泣かされる｡けっきょく,タイ

の農民の現金所得は農業生産や経済の発展ほどには向上せず,農業投資や生活改善を行うための

資金的余裕が生じない.民間銀行はもちろん,農協や政府系農業銀行すら末端農民の利用に効果

的に機能しないため,農民の多くは,たとえは年利60%などの手近なインフォーマル金融を利用

しなければならない｡このため,生産増のみの工夫では所得はなかなか向上せず,逆に,生産増

のための肥料代や機械借料の経費増や,生活様式の変化に伴う消費のための生活費が増大するば

かりであるo都市と農村の所得格差は拡大する一方であり,農民の貧困感は深まるはかりで,氏

生の安定が心配される｡このため,農民の実質所得を向上させる政策が必要であり.生活向上が

農民の実感になるような農村コミュニティーレベルの社会基盤の整備改善が行われなければなら

ない｡たとえば,①利用のしやすい,低利の農業融資の促進,㊥農協への機械プールを行い,農

業指導とともに適正な料金での賃誹を行う,㊥農協に近代的サイロを設置し,穀物デポジット制

度を設け.品質管理と販売タイミングの選択を行う｡④村単位の生活用水の蕃1嵐 ㊥村へのアク

セス道路の整備,㊨-村一品運動の指導による追加的地域特産品の開乳 などが考えらjlる.こ

れらの諸方策を通して.農家の実質所得を向上させ,それをテコにして農業の近代化と高度化に
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結びっけていく必要がある｡

④ 課題 3 社会ルールの確立による農村の近代化

農民が協力して何かの事業を行ったり,農民のEl々 の努力が確実に農民の手に報われるために

は,農民相互の信頼感が必要であるとともに,それを支える社会的な一定のル-ルがなくてはな

らない｡しかし,タイ国では,農協の役職員が公金を横縞して逃げたり,農民がせっかく育て上

げた豚や水牛を白昼 ピストルとトラックで堂々と強盗に来たり,農産物を売りに行ったら計りを

操作して計量をこまかされたり,などの事件が多すぎるoLかも,これらの事件を解決したり,

予防したりする十分な能力はタイ政掛 こない｡このようなことが続くかきり,農民は生産意欲を

失うし,協同して地域コミュニティ-の生活向上や改善をしようという気持ちを失う｡残るのは,

親族以外の村人同士の不信感と,政府への信頼感の喪失である｡これでは,政府がいくらよい政

策を定めても実効は上がらない｡農民が協力するのは形式的にか,お金のためだけという傾向が

強まるのみである｡ したがって,タイ政府は,農民の生命と財産を守るための治安を向上させ,

強蕗や不正事件を速やかに解決するとともに再発を予防し,取引の公正を普及するための計量法

の確立とこ､まかしの取締りを強めるなどの行政を確立しなければならない｡これらによって,初

めて,農民は政府を信頼するようになるであろうし,農村の近代化が進むであろう｡
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第3章 調査対象地区の現状

(チャイナ-トとスリンの両規)

は じ め に

以下本章では,我々の農村調査の対象村(ム-･ハーン)が位置するチャイナート県 スリン県双

方に関して,その農家経済の現汎 農業開発の経過ならびに人口動態について報告する0本章で

紘,主として県全体の動向について考察するが,そのための資料としての統計が1980年ころまで

のものしか公表されていない｡そこでこれらの統計が示すところを現状として報告する｡それ以

降最近年までの変化については,第5章での論述のなかでふれることにする｡

1 両県の農家経済の現状

まず最初に両県の経済の現状について概観しておこう｡

県民 1人当たり粗生産という指標で両県を比較してみると,1980年時点で,チャイナート県は

ll.560バーツ,スリン県は41822バ-LLJyとなっている (タイ国中央統計局,GrossRegionaland

provincialProduct,2524-2525,にもとづく)｡チャイナート県の人tjl人当たり県内組生産

紘,スリン県のはば24倍の水準になっている0

1980年のタイ国の 1人当たり国内粗生産は,14,744バーツとなっているが,これは県民 1人当

たり粗生産が41,300′ヾ-ツというバンコック大都市圏をふくんでいる｡チャイナート県の水準紘,

バンコック大都市圏を除外した中部タイ各県の平均にほぼ近いものといえる｡ これに対して,秦

北タイの平均は6,012バーツとなっており,スリン県の水準は東北のなかでも決して高いものでは

ないことがわかろう｡

以上の統計的観察から,チャイナ-卜県は中部タイの典型的な県であり,またスリン県は東北

部の貧困な県のひとつの代表である,ことを確認しておこう｡
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ついで,両県の農家経済の比較をおこなっておこう｡チャイナート県の農家1戸当たり所得総

額は,1980年時点で,56,938--ツであり (タイ国中央統計局,StallSticalReporto/Chang

-uJat･ChatNat,1983)またスリン県のそれは,24,675-ーツ (同 ･Surm,1983)であるo

チャイナートの農家所得は,スリンの約2.3倍であり,前にみた県民 1人当たり粗生産の格差とは

ばみあっている｡

農家所得のなかで,自家の農業経営から得られる所得は,チャイナートで42,623バーツであり

総所得の75%を占めている｡これに対してスリンでは,15,057バーツで総所得に占める割合は61

%でしかない｡

農家総所得のなかで自家の農業経営以外からの所得の割合は,チャイナ-トで25%,またスリ

ンで39%となる｡この所得のなかには,他農家の農作業で雇用されることからの所得もふくまれて

いるが,その大半はいずれの県でも農外での賃金収入である｡

農家 1戸当たり総所得の高いチャイナ-トでは,その所得形成において自家の農業経営からの

所得がもっとも重要となっている｡これに対して,農家1戸当たり総所得の低いスリンにおいて

は,慮外での就業からの賃金収入が非常に重要な役割をはたしている,といえる｡この点は,両

県の農家経済の現状を把担する上で見落とすことができない事実である｡

自家の農業経営からの所得の内訳をみてみると,作物栽培からの所得の割合は,チャイナ-ト

で82%,スリンで79%となっている｡作物の内味が,チャイナートが稲作,スリンが稲もあるが

それ以外の畑作からとなっている点の違いは重要であるが,その構成比にはさ程大きな差はないO

作物に対して畜産からの所得をみると,チャイナートでは14%であるのに対してスリンでは18%

となっている｡スリンでの畜産の比重が少々ではあるが高くなっている点は,やはり見落とせな

いであろう｡同じ農業経営であっても,チャイナ-卜が稲作中心であるのに対して,スリンは稲

･畑作 ･畜産という複合経営になっている事実は,両県の農家経済を把揺する上でこれまた見落

とせない点である｡

両県の農家経済の現状は以上の通りであるが,この点をより確認するために両県の県内粗生産

の構成をみてみよう (中央統計局,GrossRegionalandProvincialProduct,2623-2524,

による)0(第1･2表)1978-82年の5カ年平均でみて,農業部門の付加値が県内の粗生産に占める比

重は,チャイナ-トで46.7%,スリンで434%となっている｡チャイナ-卜ではこのうち作物部門の比

重が40.9%となっており,農業部門のはば88%を占めている｡スリンでは,作物部門の比重は33.

8%であり農業部門に占める比率は75%でしかない｡畜産部門の比率は7,72%となっており,農業

部門に占める比率は17%と大きくなっている｡農業部門以外の部門として製造業部門をみてみる

と,チャイナートでの比重が4.8%であるのに対して.スリンでは11.4%とこの比重が大きくなっ

ているのである｡県内の粗生産のこの構成比が,両県の農家経済のあり様とはぼ重なっているこ

とは明らかであろう｡

平均的な農家所得の現状は,ほぼ以上のようであるが,両県での世帯所得の分布状況はどうで

あろうか｡統計資料の制約で農家世帯だけを分離することはできないので,ここで県内の全世帯
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での所得分布をみてみよう (タイ国中央統計鼠 SlatisticalRepo'･lsofChangu)at:Chat

Nat,Surinによる)O

年間所得が6,000--ツ以下という貧困世帯の比率をみてみると,チャイナ-トでは21.6%とな

っているのに対して,スリンでは50.9%となっている｡これに対して年間20.000バーツ以上とい

う所得層をみてみると,チャイナ-トで15,1%となっているのに対して,スリンでは2.9%でしか

ないoチャイナ- トでは,平均の所得も高くまた貧困世帯の割合も小さく所得分配の状態がより

平等的となっているのに対して,スリンでは平均所得も低くかつ貧困世帯の割合も大きく所得分

配の状態がより不平等になっている. ことがわかる｡両県の農家経済の現状をおさえる上で, こ

の点も忘れてはならない事実であろう｡

2 農業開発の経過

以上のような農家経済の現状を生み出してきた,といえる農業開発の経過をみていくことにし

よう｡

(1) チ ャイナー ト県の農業開発

チャイナ-トは,タイのなかでは中部タイに位置している｡中部タイの農業開発を考えるに際しては,

それがテルタに属しているという事態をまず前提にしておかねばならない｡そこでチャイナート県をふくむ,

このデルタでの農業開発も 主として高谷貞仁一『東南アジアの自然と土地利用』に依りながら,みておこう｡

デルタといっても,それははば以下の3つの部分にわけられる｡ひとつは,チャオプラヤー河

の毎年の洪水が直接にはおそってこない古デルタである｡ついで,雨季に降った雨が上流部から

集められて一気に流出する洪水が氾濫する氾濫原である｡そして最後に,氾混原の水口から離れ

ているために洪水の勢いは衰えるが,広い平面に洪水が拡散される新デルタである｡

古デルタでは,主としてその地域での降雨に依存する稲作がおこなわれていた｡タイの降雨量

はそれ自体としては1,200-i,300mm程度で,稲作にとって決して充分に多いとはいえない.し

たがって, この古テルタは水不足の地域であったといえる｡降雨だけに依存する雨季作だけがみ

られていた｡

氾濫原では,雨季の洪水は後背の湿地ないし凹地を深く水没させるが,自然堤防の上にまで水

がくることはない｡自然堤防はこのため人間の居住空間となり,後背の湿地,凹地で洪水による

湛水を利用しての稲作がおこなわれていた｡これが有名な浮稲である｡

新デルタの部分は,洪水が広く拡散するので雨季には人間の住居する場所をみつけるのか困難

であった｡また乾季には土がからからにかわくため飲料水もえられない｡こういう部分では,人

工的な盛土をして雨季には水没しない高台を作り,また充分に深い池でもはって乾季にもからか

らにならない水源の確保が必要となる｡こういう人間の力による自然条件の改造が,19世紀後半
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海外の米需要の拡大に対応して組織的にすすめられたことによって,新デルタ部分での稲作と人

間居住が可能となっていた｡稲作の方法は,氾濫源でのそれとはほ同じであった｡

以上が,1950年代におけるデルタでの稲作の実態であった｡ところが,1950年代以降このデル

タは,大きな変貌をとけることになる｡FAOが,このテルタが世界でももっとも有力な食糧供

給基地となりうるとする調査結果を発表したことをうけて,世界銀行等がこのデルタの改造に資

本を導入しはじめたのである｡

デルタの改造には大きく2つの柱があった｡ひとつは,チャオプラヤ河の上流に大型ダムを建

設してそこで流量を調節することであった｡1957年にチャイナートに大きなタムが完成する｡こ

のダムの建設によって,テルタ全域への水の流れを統制することが可能になったわけであるOも

うひとつの柱は,稲作のための濯溌水路の拡充であった｡テルタの北半分を占める古デルタでは,

その扇頂から感慨水路が細かくはりめぐらされた｡そのため元来水不足であった古テルタでも稲

作への水供給は充分に満たされることになるOまた,南半分の新デルタへは,チャイナー トの取

水点からの幹線水路が延びてきて,それが戦前期に作られていた分散的な水路網に連絡されたの

である｡

デルタでの水利用の形態は,この大チャオプラヤ･プロジェクトの結果大きく変質したわけで

ある｡ ｢雨季の洪水から解放されたテルタ｣(高谷,前掲書)かまさにできあがりはじめたので

ある｡

ここでもうひとつ注目しておきたいことは,乾季での稲作の開始である｡新デルタに属するチ

ャオプラヤ河の西岸地域ウエスト･バンクは,大チャオプラヤ･プロジェクトのなかでチャオプ

ラヤーの洪水を人工的に流し込む場所とされた｡このため雨季の水量が非常に上昇してしまった

ため,雨季の稲作がほぼできない状況になってしまった｡ このことへの対策として,1960年代に

入って乾季の稲作がはじめられたのである｡乾季に人工的に水を流すことで,乾季作がはじまっ

たが,これがデルタでの乾季作の開始となった｡

1970年代に入ってタイ国内で米価が上昇したことに刺激されて,デルタでは米の二期作が急速

に展開していく｡この二期作化は,乾季作の収穫と雨季作の耕起 ･田植えとがかさなる時期の労

働需要を増大させることで,農業の機械化を促進させた｡それまでは稲作にとって不可欠であっ

た水牛が,ほぼ完全に利用されない状態にまで農業の機械化が進展している｡また各農家相互で

必要な労働力を提供しあう ｢チュアイ ･カン｣とよばれる伝統的労働慣行 も消滅 して しま

い,現金支払いによる賃労働雇用だけがみられるようになっている｡

さらに,タイ国政府のRICeDepal､tmentによる高収量品種の研究開発も見落とせない｡主と

して乾季作において, この高収量品種が栽培されている｡高収量品種の栽培が化学肥料の多投を

ともなっていることは,いうまでもなかろう｡

過去30年程度の問に,中部タイのデルタでは,以上のような急激な変化が実現しているのであ

るoそして,テルタでのこの変化が中部タイの農業開発の中心であったことは間違いがない｡今

日なおデルタの周辺部では.例えは西の端に位置するメ-クロン河下流では,幹線水路の整備拡
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第 1囲 月別降雨量の分布:チャイナート
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が続けられているのである｡デルタの外側には,後のスリン県のところで述べるのに近い平原部

もある｡端的にいってこの部分は,過去30年間のデルタでの農業開発の波からとりの

こされた地域となっているOデルタの外側の平原部を含んだ中部タイ全体でみて,米の面積当たり収量は196

0年の257kg/l･al(籾)から1980年には340kg/ralにまで上昇している｡年平均でみてはぽ

1.4%の収量の成長率となっている｡後でみるように東北タイではこの同じ20年間に米収量

がほとんど上昇していないのに対比してみるとき,デルタでの稲作生産の変化がいかに大きかっ

たかが容易に想像されようOところで,チャイナ-ト県はまさにこのデルタの頂点に位置する

県である｡県の西側には,チルタの外側の平原に属する地域もあるが,その

大半はデルタに属している｡年間の降雨量は,1972-81年の平均でみて1,088mmとなっており

,デルタの多くと同じく稲作には決して充分ではない｡それも5月,ならびに7月から10月にか

けて集中して降る｡デルタでは,幹線水路による濯概が可能なので,この降雨量でも乾季作も可

能となっている｡また.チャイナート･ダム上流に位置するマノロン郡では,揚水ポンプによる

潜流が可能であるので,そこでも

乾季作は可能となっている｡確かに降雨量自体は不安定である｡1972 81年の10年間で年間降

雨量の棲準偏差をとってみると250mJEとなり,変動係数では23%となっている｡しかし,デルタで

の潜流施設のおかげで,この降雨量の不安定性はさ程決定的なタメ-ジ

を与えているとはいえない｡最近においてもチャイナ-ト県では,米の作付面積は増加傾向にある｡そして米の収量は,19



80年で427kp/raiとなり中部全体の平均よりも高い (第 3表)o

米以外の畑作物が,テルタの外側の平原部で栽培されているo中心は,キャッサバであるが,

州作面積が米の作付面積に占める比率は1980年で12.6%でしかないo圧倒的に米中心の農業生産

である,といってよい (第4,5表)0

第3表 米の作付面積
(単位 .rat)

チャイナ-卜 ス リ

ンウルチ米76 770,544 i,778

ー48077 770,710 1,

605.05678 752,878

2,306.11479 848,5

88 2,192.09180 91

1,365 2,328.33781 920,913 2ー654

,410モ チ 米76 26.500

77 61.93

0'78 59

,02979

30.94480 26,48581 9,070出所 ●StattstlCalReportsolChangwat.Surtn

.CIlatNat第4宗

米以外の畑作面積(単位ral)第5表 1980年の作付面積比率出所 :StatlStlCalReportso



(2) ス リン県の農業開発

スリンは,東北タイに位置している｡中部タイの農業開発がデルタという生態的条件をぬきに

しては論じられなかったのと同じく,東北タイの農業開発は平原と疎林という生態的条件にふれ

ることなく論じられない｡そこでまず,スリンを含む平原での農業開発についてふjlておこう｡

東北タイには,チ-1g,ムン河といった河川があるが, これらはチャオプラヤ河にくらへると

洪積土を堆積させる力は充分にない｡したがって,東北タイの生態系の中心は平原といっておい

てよい｡

この平原に関して第 1に指摘しておかねばならない点は,それが集水面積を欠いているという

事実である｡LLEもなくまた通年の流水をもつ川もないので,潜流の水源としては降雨に依存する

しかないわけであるoLたがって,降雨が自然に流れ込むような凹地でしか,稲作ができないわけで

ある｡まさに天水田である｡

第2に指摘しておかなければならない点は,東北タイでの降水量自体が少なく,また年々の降

第2図 月別降雨量≡スリン
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Ln愚nE)月水量ならびにその降雨の時期が非常に不安定であるという事実である

｡我々の調査対象県であったスリン県の場合につい

て, この点をみておこう｡年間降雨量の1972-81年の平均は,i,302mmである｡これは,稲の生

育に決して充分なものではない｡つまり,降雨量自体が少ないのである｡



この期間の年間降雨量の標準偏差を計算してみると,215mmとなり,変動係数は17%となる｡変

動係数自体はチャイナ-トより小さいが,天水田地帯ではこの降雨の不安定性は決定的に大きな

問題とIj:る｡

降雨の中心となる5月から10月にかけての月別の降雨量について,その平均,標準偏差･,およ

び変動係数をみてみよう0 第6衷 県別降雨量の変動:スリン

平均(mm) 棲偏(mLn) 係数(形)

月 160.6 71.9 45

月 1615 52.0 32

月 195.9 91.8 47

月 197.4 62.0 31

月 305.5 102.3 33

月 130.1 845 64

月別の降雨量がこのように不安定であるということは,降雨の時期そのものが不安定であるこ

とを合意している｡

東北タイの稲作は,過去も現在も平原での天水田稲作である.したがって,雨季作しか可能で

ない｡確かに,中部タイで大チャオプラヤ･プロジェクトが展開するのと同時に,東北タイでの

溜池造りも企画された｡しかしながら,タイ国内での米価水準を前提にすると,そういう投資の

便益 ･費用比率は決して高いものではなく,溜池による瀧流水の確保ということはそれ程進展を

みせていない｡

稲作は,主として自家飯米の確保という形で継続してきているのか実情である｡作付けられる

品種も,ラオ系ではモチ私 それ以外のモン･クメール系ではウルチ米である｡東北タイでの米

収量は,以上のような理由で過去決して上昇をしたとはいえない｡たとえは,ウルチ米でみると,

1960年に165kq/ral(籾)であったのか1980年には,195kn/ralにしか上昇していない｡年率でみて

08%の上昇率でしかない｡1980年でみて中部か340kp/Ⅰ･alであったのに対して.195kQ/llalと半 分

強でしかない上に,その収量の上昇率も非常に小さい｡降雨の不安定性等を反映して年々の収量

も不安定なので,ほは東北では米収量は過去20年間に上昇しなかったといっておいても間違いな

いであろう｡

米でのこの停滞に対比して過去20年間程での東北タイでの農業開発の中心は,疎林での畑作の

拡大であった｡

ここで疎林というのは,天水田となっている凹地以外の高燥地 (高谷,前掲書)のことである｡

もともとこの疎林は.水牛や牛の放牧地として使われていた｡広大な稲作地であった中部タイの

テルクでは,耕起作業用に水牛を必要としていたが,年間の相当期間湛水するデルタは水牛の成

育に適した環境ではなかった｡そのため,東北の平原の疎林では,テルタに売りに出す水牛の飼

育がふるくからおこなわれていた｡ この一種の地域間分業によって,東北タイの農家所得のなか
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で水牛の販売による収入の比率は非常に高かったのであるO

第2次大戦中に綿布の輸入がとだえたことを契機として,東北の大原の-部で綿花の栽培がは

じまった｡ これが東北タイにおける商品作物としての畑作のはじまりだったといわれている｡

1960年代に入ってから.ケナフが栽培されはじめる.これは金になる商品作物であったので,

非常に短かい期間に広い地域にひろがっている｡疎林は,ケナフ柵に変化したのである｡

1970年代に入ってからは,ケナフはキャッサバに代替されていく｡ケナフの皮剥ぎや水洗が重

労働であったので,より手間のかからないキャッサバへと代替されていった｡それに加えて,E

C諸国を中心にしてキャッサ-で作られるチップへの飼料用需要が拡大したことも,重要な原因

であった｡

天原上での天水田になりえない地区での畑作の急激な拡大が,過去20年間程の東北タイの農業

開発の中心であったわけであるoLかし,このような畑作の拡大は,例えばキャッサバの面積当た

り収畠が2,000kq/ral前後で上昇をほとんどみせていないという事態に代表されるように,面積の

拡大だけであった点は見落とされるべきではないであろう｡ そして疎林の畑地化が,別の重要な問

題をひきおこしているのであるが,それは第5章でふれることにする｡

スリン県の生態的条件は,基本的には平原である｡県内には3個の溜池があり,またわずかな

がらもムン河の水を利用した港此可能地もあり,これらによって濯就可能となっている面積は稲

の全作付面積のほぼ10%程度である.これら潜流可能な土地では,稲の二期作もおこなわれてい

るが,全体としては東北タイの通常の姿である天水田が圧倒的に多いことにかわりはない｡

稲の作付面積は増加傾向にあるが,これがその年々の降雨量に強く規制されていることはいう

までもない(第3表)O栽培されているのは主としてウルチで,わずかばかり作付けされているモチの栽培

面積は減少傾向を示している｡ウルチ稲の収量は1980年で209紘/raiとなっており,東北タイの平

均195t(a/ralをわずかばかり上まわっているO

畑作面積はかなり大きく,1980年でみて畑=乍面積が米作面積に占める比率は54.7%となってい

る｡中部タイのチャイナ-トでこれが12.6%であったことに対比させてみるとき,スリンにおけ

る畑作の重要性は明らかであろう｡

畑作のなかでは,ナナフ,キャッサバ両作物がやはり重安である｡県全体の畑H乍面積に占める

作付面積の比率でみて,1980年にケナフは36.7%,キャッサバは14,8%となっている｡ついでこ

の比率が高いのは,ど-ナツで,80%となっている (第5表)0

畑作に関しては,ケナフ,キャッサバともに1970年代後半からその作付面積は減少傾向を示し

はじめている｡ケナフはその手間がかかることがこの減少の原因のひとつであろうが,キャッサ

ハの場合はやはりその収益性の問題が原因であろう｡ この点は,第5章でふれることにする｡

水牛あるいは牛に関する県全体の統計を得ることができなかったが,我々の調査でも農家にと

ってその重要性は確認しえている(第4章参照)｡要約的にいって,飯米生産に畑作 ･畜産が加わ

った複合経営であると性格づけられよう｡
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3 人 口 動 態

チャイナ-ト･スリン両県の人口動態について簡単に考察していこう (第7表)0

第 7表 人 口

人u増加率 チャイナ-ト ス リ

ン76-77 0.34

2.3977-78 0.8

3 1.9878-79

0.78 2.0379 80 0.7

0 3.45出 生 率

76-77 2.0

2.8677 78 2.

0 2.6078-79 2.1

2.6479 80 1.

8 2.21死 亡 率

76-77 0.6

0.5677-78 0.6 0.5

378-79 0.5 0.5

679 80 0.5 0.43

流 入 率76-77 ∠ゝ

1.06 0.0977-7

8 ∠ゝ0.60 △0.0878-79 ∠上0,74 ′＼0.0579-80 △0.64

i.62出所IStattstlaIReportsofChangwat,Surtn,

ChalNaL1976年から1980年にかけての動態の平均でみて,まず人口増加率であ

るが,チャイナ-ト県が0.67%,スリン県が2.46%となっている｡これに対応するタイ

全国での人口増加率がはば 2.0%であるので,チャイナート県の人口増加率は全国の約3分の1

程度であり,またスリン県の人口増加率は全国値より約20%程度高いことになる｡いずれにせよ,両県ともに人口増加県である｡

いま人口増加率は,出生率マイナス死亡率プラス流入率であるので,これら3要因に分解して人口増加率

の要因分析をしてみよう｡まず出生率であるが,チャイナ-ト県では1,97%,そしてスリ

ン県では2.58%となっている｡チャイナート県の方が出生率が低いことがわかる｡この原因

は必ずしも明らかではないが,世帯当たりの所得ないし人口1人当たり所得水準が高い方が ｢子供を

持とうとする性向｣が低くなるとされている人口学上の経験的命題



う｡

出生率に関しては,チャイナ-トでは1976 77年の2,0%から1979-80年の1.8%へと,またス

リンでは1976-77年の2.9%から1979-80年の22%へと,いずれの県においても最近年次におい

て出生率が低下してきている事実は見落とされるべきではない｡タイにおいて,家族計画が最近

成功的に普及してきているという事実がこの両県の出生率の低下にもはっきりとあらわれている

のであろう｡

ついで死亡率であるが,チャイナートでは0.55,スリンでは0.52となっており,両県に大きな

差はみられていない｡死亡率に強く影響する保健衛生施設の普及面では,両県の間にさ程の差が

みられないからであろう｡

最後に問題になるのは,流入率であるがこれが社会移動を示すものであることはいうまでも

ない｡チャイナ- トの場合は,これがマイナス076となっており,人口が流出していることを示

している｡ これに対して,スリンの場合はプラス0.40となり,人口の流入がみられていることが

示されている｡

まずチャイナ-トの場合であるが,チャイナ-トはその近くにバンコック大都市圏をもってい

る｡第 1節でもみたように,バンコック大都市圏とチャイナートの1人当たり所得の格差は大き

いので,これに反応したバンコックへの流出がみられている｡さらにチャイナートの近くには,

カンチャナブリ県,スパンプリ県という都市圏ではないが砂糖キビの生産で 1人当たり所得の高

い県がある｡カンチャナブリ県民1人当たり粗生産は,28.372バ-ツ,またスパ ンプリ県のそれ

は12,997バーツであり,チャイナ-卜県の11,560バーツをこえているO こういう県への人口流出

もみられている｡この両県は,人口流入によって人口増加率がプラスとなっているのである.早

に,チャイナ-トの農村部からバンコック等の都市への人口移動だけでなくて,チャイナ-トの

農村部からカンチャナブリ,スパンブリの農村部への人口移動も重要である点は見落とされるべ

きではない｡

ついで,スリンであるが, ここはわずかではあるが人口流入県であるoLかし,年々でみると

人口流入になったり流出になったりしていることがわかる｡ちようど流入 ･流出の限界に位置し

ている,といえよう｡東北タイのなかには, 1人当たり所得の高い県として,コンケン県やナコ

ソ･ラチャシマ県がある｡1980年の県民1人当たり粗生産でみて,コンケンは6.993バ-y,ナコ

ン･ラチャシマは7,973バ-ツとなっているOこれらの県は,はっきりとした人口流入県となって

いる｡逆に県民 1人当たり粗生産が4.325バーツでしかないマハ一･サラカン県は,はっきりとし

た人口流出県となっている｡スリンは,ちようどこの丙タイプの中間に位置しているといえる｡

スリンからの流出は,バンコックやコンケ-ンの都市部へだけでなくて,それら以外の農村部-

も向かっているし,またスリンへの流入は周辺の所得の低い農村部からおこなわれているようであ

る｡

中部 ･東北両地域を通じて,人口移動は決して農村から都市へという流れだけではない｡農村

から農村へという人口移動がタイでは現在でも非常に重要であること紘,強調されるべきであろう｡
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第4章 調査2カ村の現状

1 チャイナ- ト県ワッ ト･ヤイ村

調査村ワット･ヤイ村は,チャイナ-ト県の北部,マノルム郡に位置する.県庁所在地チャイ

ナ-トから約25キロにある.すく西を村の矧 こ沿ってチャオプラヤ河が流れ チャイナ-ト県,

あるいはマノルム郡の中でも水に恵まれた所であるといえる｡

人口は613人 (男279,女334)0153世帯がチャオプラヤ河沿いの自然堤防上に帯状に連なってい

る｡153世帯のうち,農家は86世帯,店を営むもの18世#,役人の家20世#,employee12世帯な

ど,非農家も多い｡

大きな工場はないが, トラクターを組立てる二L場か 1つある｡村民の学歴をみると,小学校卒

471,中学校卒55人,高校卒22人 大学卒も7名いる｡

名前の示す通り,村には大きな寺があるOこの寺は古い歴史を誇り有名な高僧が住む｡ この村

がこの辺りではいちばん古く,周囲の村 (集落)はこの村が大きくなる過程で分家するような形

でできていったという｡

寺の横に小学校が1つ｡他に,この村には3人のスタッフのいるパブリック･ヘルス･センタ

ーや,チャイル ド･ケア･センタ-,コーポレイティング･センター,新聞(readlngnews)セ

ンターが各々1つづっある｡

電気がひかれたのは13年前｡今では電気製品など耐久消費財がかなり生活のなかに入ってきて

いる｡村全体でテレビは36台 (内16台はカラー)ラジオは110氏 モーターバイクは60台を数える.

この他,アイロン,電気炊飯器,電気扇風機,カセットテ-プレコーダーなどが,ここ3,4年

の問にかなり使用されてきている｡ (もちろん,全Ltf帯がこれらを保有するわけではなく,調査

対象世帯のなかにも,電気がない例,何も保有しない例があった｡)

調査対象農家30戸の構成は,｢タンポン議会｣のメン′ヾ-lop,そして中層に入るもの10戸,

下層にあたるもの10戸であった｡なかには,10世帯の非農家も含まれている｡
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った｡そして5戸を除き,すべてが二期作を行っていた｡

この二期作を可能にするのは･まず,村の西を流れるチャオプラヤ河である｡同じマノルム郡

でも河から離れると,乾季の稲作が不可能で乾季にはとうもろこしやピーナツを植える所もある

が･ここでは河からRoyallrrigat10nDepartmentの2台の大型ポンプを使い水をくみあげる

ことができるDまた村には自然の池が2つある.そして124本の井戸が掘られている｡この井戸は,

この村の村長の手で掘られたものである｡22mから30mの深さがあり,1つ掘るのにかかる費用

は3,000バ-ツO乾季に1つで10ralの耕作を可能にする.調査対象農家はすべて経営地の一部

ないし全部が藩政の憾意にあずかっているoそして港概されている土地のめ億 は,経営地の総面

積の95%強になっている｡

ワット･ヤイ村の米の収量

FIi 季 (1984) 乾 季 (1985)

t()tatareaoftlle

landplallted 444r;11 2251at

averageyeltd

pet-ra1 552.5kg/l-at 881.Ok9/rat

totalareaofthe

opcrat10naI 5525ral

hOldlngS

ワット･ヤイ村における米の年平均収量は,670k9/ralということであった｡雨期作 .乾季作

と分けた場合には,雨期作は600k9/rai前後,乾季作札 品種によって異なるが, 1,000k9/rat

程度の収量というのが,この村の平均的な数字だと,県庁のコミュニティティベロプメント課の

係員は話すoサンプル農家を見てみると,年間収量は平均663kg/ralo雨期作は552.5k9/rat

で (多いもので750kg/rat,少ないもので213hq/rat)乾季作は,8810k9/rat(巌高1,2333

k9/rai 最低434,8k9/ral)という数字になる.

この村に植えられている稲はすべて高収量品種 (HYV)である｡雨期はRD 4梓, 乾季は

RD 1は RD-7樺で,村人の話によれはRD-1は1ralあたりの収嶺は700 800k8の RD-

7よりもずっと高い 1.250k9をあけるということである｡

HYVの導入に伴ない,肥料は全サンプル農家が購入し,使mしている｡購入先は,協同組合のメン

バーである10戸は組合 (内2戸は組合と中間商人)から,その他は中間商人からという者が多か

った｡やはり,ここでも平均すれば 1ライあたり100バ-ツ前後を肥料購入熱 こあてている｡

現在, ワット･ヤイ村では′ト型の- ンド･トラクターが49台,大型 トラクターが 1台使わ

れているO小型- ンド･トラクターの値段は 1セット30,000--ツ程度だというoまた脱穀

も機械で行なわjlている｡こ0)村に水牛は l頑も存在 しない｡ したがってこうした機械を持たな
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い農家は,機械を借りて作業を行っている｡この他 村には精米機が 1台ある｡

調査対象となった農家のなかで,小型 トラクタ-を持っているのは2戸 (2台)だけだった｡

脱穀機はいずれの農家も持っていない｡多かったのは,ディーゼルエンジンのポンプで11戸 (12

負)が持っていた｡電動のポンプを持つ農家も2戸 (2台)あった｡

雇用労働力は,田植えと収穫の隙に使われているのが一般的のようである｡調査対象となった

農家19戸のうち,すへて自分の家族の労働力ですませるのは1戸のみ,残りはすべて雇用労働力

をっかっていた｡Aoraengという相互扶助的労働交換もあわせて行う例も4例みられる｡

雇用労働力に対する賃金は,田植えが120バ-ツ/Pal,収穫が140バーツ/ralが標準で,この

額は,どの農家もほとんど同じであった｡

生産した米は.ほとんど売られている.値段は,雨季作で2.8-ーツ/k9,乾季作では1.8--

ツ/k9-2,3バ-y/k9というのが相場だと村人たちは話すO乾季作の方が値が悪いのは,銘文穫期

の直前にあたり,貯蔵施設がないためにモミがめれてしまうことがあるから,そして,雨期の開

始時は,次のシーズンの準備で忙しく,売り急がなければならないことも理由として挙げられた｡

調査した農家の場合.収穫した米の84%が売られている｡すべてを売ってしまう例も数例報告さ

れている｡残りほほとんと自家消費にあてられる｡種もみとしてとっておく分を報告した農家は

3例あった｡

米以外の作物としては,前述したS6m'oo(ザボン),多少の野菜,flax(亜麻)がつくられている｡

また,小規模だが養豚,養鶏も行われている｡村全体で家畜を飼うことに利用されている土地紘

35ralである｡調査の結果,何らかの形で家畜を飼う家は30戸Ltりl戸,内9戸は稲作を行う農家

であった｡報告された家畜の数,および家畜を保有する家の戸数は次の通りである｡稲作を行

わずに家畜を飼う2例は,それぞれ2raiの土地で豚13,鶏10を飼育する所と,i/4ralの土地に

鶏20羽を飼うもので,養晩 養鶏農場的性格をもつ,と考えられる｡

ワット･ヤイ村の家畜の飼育状況

tota暮no.of total110,0l

alllmalsreported househo一dsreportlng

Buffaloes 0
(1)

PlgS 27 (max14) 2

Ducks 22 (max10) 4

ChICkens 93 (max20) 10

CoWs 2

仙 1戸あたり飼育頭数の最大例

この他 non-cropactivltleSとしてとくにこの村で重要なのが.handlCl･aftである｡主に乾期

に,竹やヤシの糞のしんを利用して寵やゴザ.あるいは帽子など様々なものをっくる｡

村長が,3,4年前にこうした技術を教える学校に適い,自らの埋もれていた才能を開花させ
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た｡以来,彼は師となり,この村だけでなく近隣の村々にこの技術を教えてまわっている｡

調査した30戸の中で,家族のメソ--の誰かがこうした手工芸品づくりを行う世帯は13あった｡

(内9世帯が農家)なかでも女性 (とくに妻)がゴザ編みに従事する例が9例と多い｡夫は主に

カゴつくりである｡年間どのくらいの日数を費すか,どのくらいの収入を得るのかは,それぞれ

の例によってまちまちで.一貫したデ-夕が得られない.年に60日ゴザ編みに従事し,1日30バ

ーツの収入があると答える者,90Elゴザを編み6,000バ-yを得るもの,1シーズンに40枚のコザ

をつくり1枚300バーツの収入を得るもの,夫婦でカゴをつくり,月に2,500から3,000バーツをあ

けるもの, 1年中手工芸品をっくり1日あたり100バーツの収入になると答えたものなどなどであ

る｡

ワット･ヤイ村のnon･crop/non189nCu仙8暮8CtlVltleS

non-crop(non-agrlCtIILural)
zICtlVltleS

basketry

no.ofthecases

rep()rted

mat-1VeaVlng 7 m

handicraft i

szIWtng l (H

carpcrltely 3

construCttOn I

employee 6 (3l

none 6

( )内は女性

同じ世帯で校数の答えがある場合は別々に数えた｡

そして,村にはコザ編みグル-プ (mat-weavinggroup),手工芸グル-プ (handicraft

group)ができ,それぞれ72名,54名のメンバーを数える｡

こうした手工芸品づくり以外にも,大工,建設労働,あるいは他の雇用労働に従事して収入を

得ているケースが多い｡

㊥ 生産投資上の新たな動向と新生産へ向けての農民の姿勢

この村に稲のHYVが導入されたのは10年前になる｡生育日数の短い新しい品種は,乾季作も

可能にした｡ほぼ同じころこの村で乾季作が開始されている｡政府も乾季作を奨励していたよう

だし,当時は米の値段がよかったから- と農民たちは話す｡HYVに必要な化学肥料も使われ

るようになった｡
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水牛は20年位前から姿を消してきていると村人たちは話す｡一方でトラクターが導入されて

きた｡調査対象農家から報告された2台の-ンド･トラクタ-のうち1台は,10年前に購入され

ている｡

港混用の井戸に使うジーゼル･ポンプも10年程前から使われてきたと推測される｡調査した農

家のなかには20年前に買ったというものもあったが,大半は8年前に購入されている｡

このように.ここ10年位の臥 農民は新しい品種の導入,二期作化,機械化といった変化の方

向に積極的に対応してきた｡

この姿勢は,稲作だけでなく他の方面でも発揮されている｡井戸掘りは,村長を中心にまった

く政府の補助を受けずに行われてきており,すでに124本を掘ったという｡

そして,県側にも奨励意図があるのであるが,村長を中心に,手工芸の振興をはかり,3年余

りで多くがここから収入を得るようになってきている｡村のゴザ編みのグループには72人のメソ

-㌔ handicraftgl･Oupには,54人のメソ--がおり.製品の向上などに努めている.

この他に,153人のメンバーがいる主婦のグループや,105人が所属している農業を営む青年のグ

ループがあり,それぞれメンバ-の意識の向上等をはかっている｡また, この村にはクレジット

･ユニオンもあり,98人のメンバーがいる｡

しかし,この村の人々が過去10年余り経験してきた変化の方向を変えざるを得ない状況が,3

年程前からおこりつつある｡米の値段が低落しているのである.乾季作はとくに患い｡

こうした状況に対して,村の農民は大豆など他の作物も試してみたというが,ねずみや虫の害

に会い結果は思わしくない｡また手工芸品による一種の村おこしがこの村におこったのは3年前

であり,こjlは.米価の低落に対しての1つの策という意味も持つと考えられるoLかし,現在,

この村にとって手工芸は確かに重要だが稲作には換えられない｡農民自身も,郡の開発指導員も,

農民が,稲作をILめられないのが問題と話す｡豊かな水資源を生かしたこの村の農業は曲がり角

にきているのであろうか｡

こうした市場の条件とはちがった方面から,また,この村の農業は転換する可能性がある｡チ

ャイナート県では,今年より,県の政策として,水牛と堆肥の普及を奨励しているO県知事が,

化学肥料の多投により,将来,土地が荒廃することを恐れてこの政策を実施するに至ったという｡

稲わらと水牛のふんを材料に堆肥をつくる｡以前は3ケ月かかった熟成がある化学物質のおかけ

で1ケ月ですむようになったことも, この政策の実施を容易にさせたという｡

少なくとも,マノルム郡のレベルでは, この政策の実施は伝わっており,郡長の話では,農民

の反応は概して良好であったということだ｡しかしながら,ワット･ヤイ村では,この新しい政

策の話はきくことがなかった｡

この10年余り,村の農民は経済的条件に反応し,化学肥料の使用,トラクターの導入という方

向を選択してきた｡ これに対して,エコロジカルな条件を理由にした今までの方向とは逆のこの

政策に,農民はどのように反応するのであろうか｡これからの動きが興味深い0
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(2) 村の人口動態

(彰 出生と死亡

ワット･ヤイ村の現在の人口は613人である｡その年齢別構成は,0歳が8, 1歳から14歳か

159,15歳から25歳が123,26歳以上319,そして障害者4名ということである｡

調査した30世帯の平均子供数は3.6人である｡これらの世帯主の最終学歴は,2つのケースを除

き,小学校4年.もしくはそれ以下であるo学歴による子供数の差の有無を判断するのは難しい

が,参考までに.例外の2ケースは,中学校卒および大卒で,子供数は3人であったO階層別の

子供数も,差をみきわめにくい｡農家をみる限り,5人, 7人といった多くの子供を持つ世帯は,

比較的経営面積が大きいような印象を受けるが,例外もあり.断定はできない.妻の年齢別出生

数では,30代と40代の間に明確な差があるといえよう｡幼児死亡率の低下によって子供の数を少

なくしうるようになったのであろう｡

調査村における妻の年齢別平均出生数

チャイナート ス リ ン
ヤ ー ン 村

年 齢 詳宗平均出生紗 世帯 脂 平均他 財 世帯

20歳以下 o 1(0) 1 (0)

21-30 0 3(0) 27(0)

31-40 6(1) 32(016) 11(1) 3.7(0.18)

41-50 7(3) 6.3(10) 6 52(067)

51-60 10(3) 5.2(0.4) 6 5.7(1.a)

61-(I) 5(2) 1.6(0.8) 3 2.7(067)

うち, ( )内は出生後死亡した数
川 婚姻により世帯を分離した子供を教に含めなかった可能性か高い

30世帯から報告された子供の死亡ケースは15人 (9世帯)であった｡1世帯で4人の子供を失

なった例が1つ,2人の子供をなくした例が2つ報告され,残りのケースはみな1人ずつである｡

死亡時の子供の年齢と理由は,次の通り｡ 1歳未満が9例 (内3例は生後 1週間)で,事故が5

件,4件は病気であった｡ 1歳から5歳未満は11札 原因は病気 その他は10代が3軌 20代が

1例,原因は事故と病気か2例ずつとなっている｡

㊥ 社会移動

調査した世帯のなかで子供･,あるいは同じ世帯のメンバーが村外に居住すると答えたものは1

例しかなかった｡ この世静 ま7人の息子すべてが村外に出ている(31歳～18歳)o 移動先は4人

がバンコクの他 中東 アユタヤ,ロップリが 1名ずつであった｡いずれも目的は教育ではなく

仕事である｡この世帯は,こうした息子たちから昨年は48,000バーツの送金を受け,また電気を

ひくこともできたという0
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こうした永久的 (あるいはかなり長期の)移動ではなく,家族成員の誰かが比較的短期間,村

外に出ていく例は,もう少し多くみられるらしい｡調査世帯のうち.JI.に挙げた例以外に, 7世

苗が村外に出た家族のメンバ-から送金を受けている｡なかには夫が中東に行き,1年間に120.

000バーツを送ったという答えもあったo金額はまちまちで,年に2,400バJy,あるいは,36,000

バ-ppp-yという例があり,お金ではなく食べ物を送るという答えもあった｡インタビューのため隻

まってもらった際の村人の話では.バンコク,シンガポール,中東へ出稼さに行く例は少なくな

いとのことである｡

｢家族のメンバーのなかで村外に出たいものがいるか?｣の質問に対しては,9世帯がYES

と答えた｡理由としては｢職を得るため｣が8例を占める｡永久的に村から出ることを希望するも

のが6例と多い｡

(釘 家族計画への姿勢

今のモタンな家族の子供の数は3人だ,とインタビューに集まった村人たちは話していた｡実

際に理想子供数をきくと,7人から2人まで答えが返ってきたが,3人と答えたものがいちばん

多い (lュ件)｡次が5人 (5件)そして4人となる｡

家族計画を採用している夫婦,26組中14組である｡そのうち妻の年齢が30化 40代の夫婦が11例を

占める｡避妊の方法は不妊手術が9例,その他はピルが3例,その他2例であった｡家族計画に関す

る情報と避妊手段の入手源としては,1例近所の人という答えがあった他はすべてプライマリ一

･ヘルス･センターが挙げられている｡採用した時期は,カップルによってまちまちである｡も

っとも早い所では17年前という答えが返ってきているが,その他は,ここ10年の間に次第に採用

してきている｡

反対に家族計画を採用していない夫婦は,2組を除き妻の年齢が50代以上となっている｡理由

としても,年齢をとりすぎている (ために子供ができない)ことを半数以上があげていた｡知識

がないことを理由にあげた夫婦はいなかったoその他 健康に良くないと答えた例が2例あった｡

2 スリン県ヤーン村

調査村ヤーン村は,スリン県の東北部ラタナプリ郡に位置するo県庁所在地より約120kmの距

離にある｡

村の人口は666人 (男317,女349),105世帯により構成されている｡高床式の家が比較的集まっ

て建ち,その周囲を耕地が鯛むという東北タイに-般的な村の形態をとっている｡ラタナプリ郡

北部は,メコン水系に属するムン河が横切っているが,ヤーン村はその恩恵にはあずかっていな

い｡

インタヒュ-調査に協力してくれたGlrlsGuideofThallandが. ここで数年前まで,家族計
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画指導を中心とするコミュニティ開発プロジェクトを実施していた｡しかし,今日のヤーン村で

紘,こうした開発プロジェクトは実施されていない｡

村の生活水準の一般的印象は,中部タイ･チャイナ-ト県の調査村に比較して貧しい｡たとえ

は耐久消費財の保有をみると,サンプル農家のなかには何も持っていない家も少なくない｡自転

秦.ラジオ,カセットテ-プレコーダ-那,ここ4-5年の間に普及してきた所である｡



母親の農地を無料で使用している｡また,借り入れのケース中2例は確実に母親.親せきの土地

である｡

スリン県の農村の一般的状況とはやや異なり,ヤーン村の人々の生活は,雨季の稲作に大きく

依存している｡

調査対象農家30戸のうち,29戸が1984年の雨季に稲作を営み.しかも,そのうち27戸は稲作し

か行っていないO残りの2戸も,④作付総面積265ral中4ralをflax(亜麻)の生産に,㊥作付

総面積251･aiのうち2ralを同じくrlaxにあてる以外は稲作を首なんでいる｡

稲作ははと/I,ど天水に依存している｡瀦概用の池を掘ってはいるが,とても充分な大きさでは

ないOサンプル農家のなかで潜流設備を持つのは,小さな運河,貯水池を持つと報告した2例に

すぎない｡水が充分にないため,乾季に稲作を行う農家は30戸中1戸にすぎない｡ この農家は,

雨季作を行っておらず,米の二期作は30戸すへて行っていない｡乾季には,キャッサバ,とうも

ろこしなどの畑作がわずかに営なまれているのみである｡

ヤーン村の土地利用状況

雨 季 (1984) 乾 季 (1985

)作付面積rai % 作付面積r

ai %稲 作 吉f 598.5 99

15 33.3梗もち 593.55 15

flax (亜麻) 6 i

キ ャ ッサ バ

4 8.9とうもろこし 24 53.3

フ ル - ツ 2 4.4そ の 他 (自給用

の野菜)合 計 604.5raiJlOO% 45rai 100%稲の高

収量品種は,30戸すへてが導入していた｡総作付面積の95%にHYVが植えられている｡サンプル農家30戸の米の平

均収量は1ライあたり337k9であった｡スリン県あるいは東北タイの平均値よりも高い｡

HYVの導入に伴い化学肥料も広く使用されている｡調査した30戸のうち,使用していないのは1戸だけであったo購入の経路は,協同組合からと答えたものが61札 残りは市場と中間商人

とが半々であったo 1ralあたりほぼ100バ-ツ分の肥料を投入している計算になる｡

機械化は.ほとんど進行していない｡後でも触れるが,水牛がまだ広く使われており,調査し

た農家のなかで トラクターを持っているものはまったくなかった｡農業用の機械として報告され

たのは,ポンプ (ティーセル,電動各2台)そして精米機が 1台であった｡ こ

の精米機は3ケ月前に入ったばかりで,持ち主は50ralの土地をもつ豊かな農家である｡労働力をすべて自分の家族でまかなっている農家は30戸*10戸で,はと/i,ど



未満の小規模な農家である｡労働力需要のピ-クとなる田植え,収穫,あるいは耕起,脱穀時に

紘,雇用労働力やAoraengと呼ばれる ｢ゆい｣ (mutuallaborexchange)がともに広 く使わ

れている｡ Aoraengに対する依存度はチャイナ-ト県の調査村よりも高いが,こ こでも日雇い

の賃労働の利用が優勢になっている｡

米の収量 (梗のみ)

1984 雨季 337k9/rat(全体)

361k9/ral(HYVのみ)

1985 乾季 (1例のみ) 333kg/rat(HYV)

HYVの採用 (1984雨季)

areatinderHYV 5695raI 95.2% (30)(1)

areaundertradltt｡nalvallety 29.OraI 48% (4)

川 ( )内はno.ofhouseholdsreporttng

しか し, こうした稲作から生じる労働力の需要は,雨季の-時期のみである｡水の条件から乾

季の農業の機会は厳 しく制限されているoインタビュ-した農家の3分の2は,家族のメンバー

の誰かが農業以外の労働に従事 し,そこから収入を得ている｡村長は ｢乾季には,たいてい女は

機織りに従事し,男は木を切って家を建てたりする｡村で仕事のないもので,ハンコクや,カン

チャナブリの砂糖きび農園などに働きに出るものが多い｣と一般的な状況を説明してくれたo

ヤーン村の諏査対象農家の農業以外の収入の有無と収入源
収入源

no.ofthecasesreported

husb<lnd wife sonsanddaughters

農業以外の収入の報告の有無

有 20戸 無 10戸
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30戸が生産した米のおよそ半分は売られている｡ この割合は.経営規模の大小とは関係なく,

ほぼ一般的にあてはまるようである｡残りはほとんどが自家消費にあてられる｡肥料代などの借

金の返済を米でする例が何件かあったがその最は多くても総生産量の8%未満,たいていは2-

3%にすぎない｡また3分の2の農家が翌年のために200kg～300k9の種もみをとっておいている｡

また,この村には米銀行 (thanakaankhao)がある (まだ米倉はないが)o村長の指導で各

戸から3キロクラム以上の米を拠出させ,2,000k辞をストノクする｡委員会がつくられ,その運営

にあたっている｡ (たとえは5キロ借りると6.5キロかえす)

米以外の作物はあまり作られていないo雨季にflax(藤麻)を栽培する農家が2戸あったo内

1戸は.2ralの作付面積で200kgの生産をあげ,2,200-ーツの収入を得ている｡また,乾季にキ

ャッサバを4ral(2トンの収穫)を栽培する例,24ralのとうもろこしと2ralの果樹を栽培を行

なっている例がみられる｡

村長の話では, こうした例の他にジュートを栽培している農家が3戸あるという｡また,ピー

ナツやグリーンビーンも試みてはいるが,あまり結果は良くないとのことである｡

こうした米以外の作物の他では,家畜の飼育がめだっ｡調査した農家のすへてが水牛,晩 鶏,

あひるといった動物を飼っており,中には,かなりの数を飼う農家もみられる.チャイナートの

調査村とは大きく違う｡

ヤーン村における家畜の飼育状況

total

norepolted

Bu汀aloes 67(max 5)(I)
PlgS 14(nlaX 12)
Ducks 222(max 34)
ChlCkens 281(max 32)
CoWs 8(max 7)

totalno

olhouseholdsreporllng

7
3

5

4

2

2

2

り
ん

(1) 1戸あたり飼育頭数の最大例

㊥ 生産投資上の新たな動向と新生産に向けての農民の姿勢

農民は新しいものを試みることに消極的な訳ではない.前述したように米の高収量品種は,サ

ンプル農家のほとんどが採用している｡採用した時期は,早いもので10年前と答えているが,ど

いたい4,5年前から始めた農家が多い｡村長の話によれば,5年程前から,農業開発員 (kas

ettambon)の指導でKoKo(RD)15という品種を導入しているということである｡新品種は

在来種よりも高い収量をあげている｡HYVの導入にともなって化学肥料も広く使われるように

なってきた｡

天水に依存するという大きな制約条件を抱えつつも, この5年間でこの村の稲作は少しづつ発

展してきている｡これは生産面だけでない｡一方では,村長のイニシアティブで米銀行をつくる
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といった動きもみられるのである｡

米以外の作物に関してはどうであろうか｡

ケナフ,キャッサバ,あるいはとうもろこしといった東北タイの畑侃 あるいは農業の多角化

を語る上で代表的な作物は, この村では,現在ほとんどみられない｡これは, この村の農民がこ

うした作物を導入する機会に反応しなかったのではなく,むしろ, これらの作物の市場条件の悪

化に対応した結果と考えられるのではないだろうか｡ジュートに関しては,村で3戸がつくって

いるというが,こちらは,スリン郊外にできたジュ-ト工場の需要が誘引になったものと思われ

る｡この工場が精米所以外では.スリン県唯一の比較的大きな工場である.ただし, この工場も

昨年度からの在庫を抱えて今年は農民から買っていない｡

この他に,新しい作物が試みられつつある｡スリン県では,米の価格の低落に対して,乾季の

水がある所では,米を奨励せずに雨季作後3ケ月の間につくれる他の作物 (たとえば,ど-ナツ,

大豆,mangobeansなど)の生産をすすめているOこの村でも,ピーナツやいんげん豆 (ダリ

-ンヒ-ン)が,新しい試みとしてつくられているOしかしながら,病虫害のため,結果はおも

わしくない｡

(2) 村の人 口動態

① 出生と死亡

現在,ヤ-ン村には666人か住むが,5年酌の村の人Uは700人以上だったという｡ この5年

間,人口は減少傾向をたどっていると村長は話していた｡

30世帯の平均子供数は3.6人｡調査対象になった夫婦は,高齢の1,2ケ-ス,および10代であ

るケース1つをのぞき,最終学歴は小学校4年である｡よって教育程度による子供数 (あるいは

死亡数)の差は認め難い｡また,経営面積別 にみても,ここでは平均子供数は3-4人と差がな

い｡ただし,妻の年齢別の平均出生数をみると,30代と40代の間に練がひけるようである｡この

世代以後,かなり政府の人口政策の影響がみられる｡

サンプル世帯より報告のあった子供の死亡のケースは,14人 (9世帯)01世帯で4人の死亡を

報告したものが1例,2人が2例,残りは1人である｡死亡原因はl不明のケースを除き,すべ

で一病気"である｡ (マラリアなど特定の病名を挙げたケ-スは一例のみ)死亡した時の子供の年

齢は,1歳未満が3人 1歳が4人 この2つで半分を占める02歳～5歳未満は351,8歳,

10歳,21歳がそれぞれ1例づっあった｡子供の死亡と親の教育,あるいは,階層の間に相関関係

は認め難い｡

㊥ 社会移動

調査した世帯のなかで家族のメンハ-の誰か (子供)が村外に居住すると答えたものは,13あ

ったO村外に居住する子供の数の総計は25になる｡報告された子供の総数が109であるから.ほぼ
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4人に1人は村か らIt'.ていっていることになる｡

行き先は,約3分の 1がバンコク｡残りは郡役場のあるラタナプリ.県庁所在地スリンなどで

ある｡近隣県の例も2.3あった｡またサウジアラビアという例も報告されている｡ (質問項目

を試した近くの村では,約30名が中東に出稼ぎに行っていた｡ しかし,出稼ぎ先でうまくゆかず,

間に入るフローカーに担保にした土地をとられる等の例が発生 し,大きな問題となっているよう

である｡)

郡役場のあるラタナプリや県庁所在地のスリンに居住する場合の多くは.大学,あるいは中学

校に学ぶ例が多いが,バンコクに住むものの多くは.村で初等教育のみ受け,働きにでている｡

村外に居住する家族メンバーから送金を受けていると答えた世帯は9世帯ある｡ (季節的な短

期の出稼ぎの例も含んでいる｡)送金額はまちまちである｡なかには夫がサウジアラビアで建設業

に従事 し,月に8.000--Jyを送金する例もあれば,年に800バーツという例もあるO米を売って得

る収入は,1世帯あたり平均10.000-ーツ弱とラフに見積ることができる｡村外の家族からの送

金は,生活の大きな助桝 こなっていると言えよう｡

しかし,現在家族のメンバーで村の外に出ることを希望している者がいるか,の問いに対して

YESの答えは7例｡内6例は,家族のメンバーが現在送金 している例に一致する｡理由として.

だぶって教育をあげた例も含めてすべてが雇用を挙げた｡また1例を除き,一時的な移動を希望

している｡

@ 家族計画への姿勢

かつて,あるいは現在,何らかの形で避妊を実施している (た)夫姑は,21組｡そのうち2組

紘,アレルギ-,子供が欲しくなったことをそれぞれ理由にして,現在は避妊を実施していない.

避妊を実施したこともなく,現在もしていない夫婦は9組ある｡避妊の知識がないものも1例

あったが,それ以外はみな避妊 (or家族計画)については知っている｡実施しない理由について

紘,高齢である,まだ子供が欲しい,避妊は健康に良くない,ということが挙げられた｡

家族計画を開始 した時期は, (夫婦の年齢,結婚時期等を考慮する必要があるが)早いもので

13年前という答えがでている｡特に答えが集中している年はなく,10年以前から次第に人々の問

に浸透しつつある｡手段としては,不妊手術が19ケ-ス中,14ケースを占めている｡その他はピ

ルが3例,IUDが2例だった.家族計画に関する情報と避妊手段の獲得瀬として, (郡 レベル

or村 レベルの)プライマリ一 ･ヘルス･センターを挙げた者が圧例的に多い｡3例挙がったし,

村の保健指導員以外は,すへてこのプライマリ一･ヘルス･センタ-であった｡
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第5章 国際協力の可能性

1 農村.農業開発のための制度的条件

本節ではまず,タイに対する国際協力の可肘生を考える前提として,タイ国内における農村 ･

農業開発に関する制度的条件について概観しておく｡

(1) 政策形成

タイでは現在 ｢農村開発 phatthana chonnabot｣という言葉は広く浸透しているようである.

これは,過去四半世紀のあいだに実に数多くの農村開発にかかわる計画が実施されてきたからで

ある｡

代表的なものをひろってみると,1963年からはじまって現在も続いているものとして,｢移動

開発隊｣がある｡これは治安に問題のある地域において緊急に必要な開発事業をおこなうもので

ある｡ほぼ同様の目的をもって主として東北タイにおいて1964年にはじめられたものとして ｢農

村開発促進計画｣があるOこれは主として道路建設に重点をおいた事業内容となっており,現在

もなお,継続中である｡

1975年にはじめられたものとして,｢開発自衛村設置計画｣がある｡これは,村長(phuyal

ban)を委員長とする委員会が,白鼠 教育,保健,農業などを統轄して,自主的に開発をすすめて

いくことを目的とする計画で,現在もなお継続中である｡

1980年からおこなわれているものとして ｢農村雇用促進計画｣がある｡これは,道路,かんが

い施設の建設を通じて乾季での失業を緩和させようとするものである｡また,1981年からは,国家

経済社会開発計画の一環として中部タイを除く37県の貧困地域を対象とした ｢貧困農村地域開発

計画｣がおこなわれている｡

以上以外にも,1975年にククリット首相がおこなった ｢資金環流計画｣ (通常タンポン計画と

よばれている)等実に数多くの農村開発計画が実施されている｡これら数多くの農村開発計画の
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ひとつひとつについての評価は.非常に困難である｡しかし全体としては,このような数多くの計画の

作鼠 実施という過程を通じて,タイ国の政策担当者が農村 ･農業開発計画を,その時々の社会

的必要に反応して形成し実施しうる能力を蓄積してきているといえよう｡

確かに,これらの計画が実施される地方行政のレベルで,内務省の県知事 (phu-wa-ratcha

kan changwat)とそれ以外の中央官庁からの行政官との問で計画をめぐる調整がうまくおこな

われていない,といった制度的非効率性の問題はあるoLかし,タイでこのような農村 ･農業開

発計画がはじまったのは1960年代に入ってからにすぎないという事実は見落とされるべきではな

かろう.この短い期間に,タイでは農村 ･農業開発の政策形成,実施に関する体制的整備がす

すんできている点は強調されるへさであろう｡農村 ･農業開発に関する政策ないし計画の形成 ･

実施が,タイの農村･農業開発を阻害する条件になっているとは,必ずしもいえないのではなか

ろうか｡

(2) 計画の受け皿 としての農民の対応

農村 ･農業開発計画にかかわる行政機構でいちばん農民に近いのは,郡役場である｡そこでは

郡長 (naiamphoe)の下に.開発指導員 (patthanakon),農業指導員 (kasetamphoe)煤

健指導員 (anamiamphoe)等がおり,これらの郡官吏が農民と接触しているわけである｡

これを受ける農民側の組織としては,まず行政村 (tambon)にもうけられた ｢タンポン議会｣

があるOその下に,棉 (mu ban)ことに,開発委員会,保健委員会等の組続がもうけられてい

る｡

制度的には,以上のような整備がおこなわれているが,問題はこれらの組織への農民の参加で

ある｡

タイの農民･村人は非常に個人主義的ないし自己中心的で,自己の利益になることにはすばや

く反応するが,集団としてのまとまりが悪いと,よくいわれてきている｡実際に, このようにい

わきるをえない場合が多いことも事実である｡

しかし,最近はこのような農民も,上記のような各種の組織によく参加するようになっている

ことも確かである｡我々の調査でも,村人の間に家族計痢がよく普及していることが明らかにな

ったが,これも郡の保健指導員が指導する保健委員会への参加があったからであろうo また,農

業に関する組織への参加も積極化しはじめているようである｡我々の謝香でも,たとえは村長(phu

yaiban)の指導の下に作られた村のなかで米の相互扶助を目的とする組絞｢米銀行｣(thanakaan

khao)への参加がかなり積極的におこなわれていることを知ることができた0

非常に個人主義的で集団としてのまとまりが悪いといわれてきたタイ農民の間で,このような

動きがみられはじめていることは重要である｡農村社会のなかで,各種の目的･必要に応じて形

成されるいくつかの組織に,農民が参加していくというこの最近の動向は,｢多元的集団主義

pluI･alcollectlVISm｣とでもいえるものがタイ農村のなかに形成されはじめていることを示唆し

ているのではなかろうか｡もちろん,村内の土地無 し層の参加はそれ程みられないとい
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った限界はあるものの,このような農民の動向はやはり無視しえないであろう｡農民の対応能力

の面で,農村･農業開発を和書する要因が強い.とは必ずしもいえそうにない｡

2 農業開発上の課題

日) 農業開発の経過の評価

中乳 東北両地域のこれからの農業開発上の課題をさぐり出すためにまず,過去30年程度にみ

られた両地域での農業開発についての評価を下しておきたい｡この評価の基準としてここでは,

1950年代末に世界銀行が両地域の農業開発に対してどういう勧告をしていたかに注目してみたい｡

A PublicDevelopmentProgram forThailandと題されたこの報告書 (1959年発表)の

なかで.まず中部タイの農業開発の方向に関しては,その当時すでにはじまっていたデルタの改

造計画を前提として,

todevelopthelargepossibllltlesthatexistforfurtherexpanslOnOfrice

pl･oduct10nbytheuseofmoderntechniques.especiallylntheChaoPhyaPlain

がもっとも重要であると勧告していたO

第 3章でもみたように,L帽 iのデルタ (つまりtheChaoPhayaPlain)に関するかぎり,

大チャオプラヤ･プロジェクトによる避(耽水路網の整備･拡充 また二期作化の普及と農業機械

化 さらに高収量品種の普及と化学肥料の普及が実現している｡このことは中部のデルタに関す

るかぎりで,世界銀行のこの勧告がほほ実現したことを意味している｡それくらい,中部デルタでの

農業開発は目さましいものであったといえる｡

ついで,東北に関してはどうであろうか｡世銀のこの報告書は,当時FAOの協力のもとですす

められていた東北での桝 出作りに関しては,それが米作のためならは便益 ･費用の計算l･_それ程

経済的ではない,と判断した上で,

tolmpl･ovetheagriculturaleconomyoftheNortheastthroughvarlOuSmeans,

lnCludlngespeciallythe encouragementorasteadyshirtlnthecropplngpattel.n

oftheNortheast,with lessemphasisOnrlCCandgl･eateremphasュsOni,ainfed

uplandcropsandonpasturageandlivestock

がもっとも重要であると勧告している｡

第 3章でもみたような東北タイでの過去の農業開発は,まずこの世銀の勧告の前半にある

uplandcropsの開発という点では,60年代以降の畑作の拡大にあらわれているように確かにそ

れなりに成功している,と評価できよう｡しかし世銀の勧告の後半にある pasturageと 11Ve-

stocldこ関しては,畑作の拡大のようには成功はおさめられていないのが事実であろう｡東北タ

イがおかれている平原という生態的条件を前提とするとき,その条件を利用する上でも畜産の開

-63



発は残された課題といえそうである｡

両地域における農業開発においては,中部デルタでは大チャオプラヤ･プロジェクトを実施し

た世界銀行等の外国援助機関,あるいは東北タイの柵作の拡大に多大の刺激を与えた道路建設を

おこなったタイ国政府といった主体の活動を忘れることはできないoLかし,それにまさるとも

おとらず重要なのは,そういう条件が与えられたのに対しての各農民の経済的反応のはやさであ

る｡

多くの発展途上国の農民は,いろいろな社会的制度的慣習に強くしはられているので,経済的

利益があがる機会が与えられてもそれに容易に反Ltiしない,と考えられてきていた｡農業開発を

阻害する条件として,伝統的な社会慣習がある,という指摘である｡ しかし,タイ国に関する限

り,このような指摘はあてはまりそうにない｡中部テルタでの米の二期作化にしろ,東北タイで

の畑作の拡大にしろ,それは基本的にタイ農民の自主的な意思決定を通じて実現してきているの

である｡この点は,強調しておく価値があろう｡

(2) 顕在化しつつある問題点

過去30年程度にわたる,両地域での農業開発の実績は,世界銀行の1950年代末の勧告にてらし

てみるとき,ほほ以上のように評価できよう｡しかしこの開発が,世界銀行が必ずしも予見して

いなかったような問題を顕在化されていることも見落とされるべきではない｡

そのような問題のひとつが,東北タイにおける疎林の過剰開発である｡60年代以降の畑‡作の急

激な拡大のなかで,東北タイの疎林ないし森林は急激に畑地化されていき,もはや疎林,森林は

わずかばかりしか残っていないO こういう急激な開発によって畑地化された部分では.降雨等に

ともなって表土の流出が朗在化しはじめているoもし表土が流出してしまえば,その土地はもは

や畑地としての生産力も失ってしまうことになるO これは,東北タイにおける農業資源の保全の

立場から大きな間是自となっている.

これに類似した問題として,中部タイのデルタでは化学肥料の多投による土質悪化の問題があ

る｡これは,東北タイの畑地での表土流出程顕在化はしていないが,長期的な農業資源の保全と

いう視点からはやはり非常に重要な問題であろうO

以上と少し性格のちがった問題としては,乾季における農業での就業機会の消失という問題が,

とくに東北タイにおいては解消されていないことがある｡乾季には水がないことから農業生産が不

可能となり,数百万人のオ-夕-の人間が他での職をさがす意志も失って ｢農季待ち｣の状態にとど

まり続けさるをえない｡こういう季節的な失業の解消には,過去の農業開発はあまり員献してき

ていないのである｡

以上3個の問題にくらべるとある意味でもう少し中期的問題であるといえるものに,東北タイ

の畑作が国際市場に依存しすぎていることからする不安定性の問題がある｡1980年代に入って国

際的に1次産品の価格が低迷を続けるなかで,東北タイの畑作は大きな打撃を受けている｡とく

に,飼料としてキャッサバを多量にタイから輸入していたEC諸国が,EC自体として保護農政
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の効果としてではあれ穀物の純輸出地域化するなかで,キャッサバの輸入を激減させたことは,

東北タイの畑作にとって大きな痛手であった｡今回の我々の調査においても,スリン県知事は,

もはやキャッサバは生産過剰なので作付面積を減らすように指導せざるをえなくなっていると,紘

っきりと語っていた｡キャッサバの輸出市場の将来動向がどうなるか紘,本報告香の範囲をこえ

る大間韻であるが,外国市場に依存する畑作が常にこういう不安定性を持ち続けさるをえないこ

とだけは確かであろう｡

最後に,タイ農業の中核ともいえる米が生産過剰気味になってきているのではないかという問

題がある｡まずタイにおいて米需要の所得弾力性ははば0になっている｡したがって国内需要は

人口成長率でしか伸びないわけであるが,その人口成長率も1970年代の後半から家族計画の普及

等によって低下しはじめている｡さらに,輸出市場であるが,タイ米の輸入国であった多くの国

で米の増産が実現している｡その代表は,最近になって米の自給達成を宣言したインドネシアで

あろう｡輸出市場の伸びも,もはや余り期待しえない｡国内･外国両需要におけるこのような傾

向を反映して,過去数ヶ年タイ国内の米価は低下傾向を示しているのである｡このことは,中部

タイのデルタで2偶作化を実現させてきた稲作に対して大きな影響を及ぼしはじめているようで

ある｡たとえば,2期作から1期作へと転換する農家も出はじめているのである｡米におけるこ

の生産過剰という問題がタイ農業のこれからの開発を考える上で非常に重要であることはいうま

でもなかろう｡

3 国際協力の可能性

前節で述べてきた5点にわたる問題点が,これからのタイ農業の開発を考える上でやはりもっ

とも重要な課題となってこよう｡

東北タイでの疎林 ･森林の過剰開発に関しては,すでにタイ国政府が現在実施中の ｢第5次5

カ年国家経済社会開発計画1983-86｣においても,重要な課題としてとりあげられている｡この

点に関しては,たとえは植林事業への協力が重要な課題であろう｡

中部テルタでの化学肥料の多投による土質感化の問題に関しては,今回の我々の調査でチャイ

ナート県の知事が話してくれた論点が一考に値しよう｡チャイナート県では,県の農業特別プロ

ジェクトとして,堆肥作りとその普及につとめているのである｡これは,化学肥料の多投による,

土壌の荒廃を避けることを目的としている｡稲わらを材料にして,水牛のふんを混ぜて堆肥を作

り,それを化学肥料の代わりに使用するという計画である｡この堆肥作りは,同時に水 牛の飼育

をもねらっており,完全に機械化された稲作を,それ以前の水牛使用の稲作にもどす計画ともな

っている｡またそのことは,機械化が稲の2期作化故に普及したことを前提とするとき,年 1期

作にもどすことも意味しているようである｡過剰気味の米生産に対する調整政策をもかねている

ようである｡このような計画がどれ程実現可能であるかまた望ましいか,それ自体の検討が垂要
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な課題であろうOそしてまた,堆肥作りへの技術協力も,国際協力が可能な分野ではなかろうか｡

乾季における農業生産の不可能性ゆえに発生している ｢農季待ち｣という形での失業の発生へ

の対応は,たんなる農業開発をこえた課題であろう｡ この点でとくに注目されるのが,農村での

小規模な経営体での工業化 つまり農村工業化 であろう｡現時点ではその要項も発表されてい

ないが次の ｢第6次5カ年国家経済社会開発計画｣において,この農村工業化が非常に重視され

るであろうことは,はは間違いのないところである｡種々の農村工業化に関する調査研免 なら

びにそれにもとづく何んらかのプロジェクト作りは,国際協力が可能であり,また現在非常に必

要とされている分野であろう｡

畑作物の国際市場の不安定性の問題であるが, これは世界全体での,とくに先進諸国の農産物

貿易政策にかかわる問題である｡先進諸国の農産物貿易の交渉においては,常にタイ国のような

発展途上国への影響を考慮に入れて交渉がすすめられることが望まれる｡場合によっては,発展

途上国へのなんらかの特別措置が必要とされることもありうるであろう｡ こういう国際貿易上の

とりきめによって,外国需要の短期間での急激な変動が避けられる保証が確保されること紘,東

北タイの畑作のような輸出農産物の開発計画にとって必要な前提となるであろう.先進国間での

農産物貿易に関するこのようなコード作りは,タイだけでなくて発展途上国全体に対する国際協

力の重要な分野であろう｡

最後に米の生産が過剰気味になっていることへの対策がある｡ これがある意味ではもっとも重

要な問題であろう｡まずこの事自体が,今までのような米の増産に関する協力が,これからはそ

れほど重要視できないという重要な含意を持っていることを見落とすべきではないであろう｡国

際協力を考えていく上で米増産に関する事業から他の分野にその重点を移さなければならないこ

とは,ほぼ明らかであろう｡

ついで,米の生産が過剰気味になっていることの基本的解決の方向は,タイ国全体での農業生

産の地域間分業ないし特化の促進という枠組のなかでさがされなければならないであろう｡この

とき中部タイと東北タイとは, この分業の点で補完的となりうる可能性を持っている事実は重要

であるOまず東北であるが,その生態的条件からして稲作には比較優位はない｡東北が比較優位

を持ちうるのは,その平原という自然条件を活用しての畜産の開発であろう｡畜産のなかでもと

くに肉牛の生産拡大は,そのタイ国内での需要拡大が充分に期待できるので,大いにすすめられ

るべきである｡そのための牧草の成育は,平原の高燥地での表土流出への歯止めともなりうる

であろう｡また,いくつかの畑作物はこの畜産への飼料として国内需要の拡大が期待されえよう.

この代替として,米の増産計画には積極的にならないようにすべきであろう｡

東北に対して.中部タイとくにデルタはその生態的条件からして米の生産に比較優位を持ってい

るので,米の生産に特化しうることが可能となってこよう｡

タイの農業開発は,以上のような地域間分業体制ないし特化体制の確位という方向ですすめら

れる必要があるところまできているようである.したがって,Eg隙協力も,このような地域間分

業体制の確位にそうような方向で重点的にすすめられる必要があろう0
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第6章 国際協力上の課題

1 国際協力の視点

主題はタイ国を対象として,農業開発上の国際協力の問題をどう考えるかということであるo

あわせてその場合. マルサス的な人口現象になりがちな事態に対してどう対応するかということ

である｡

個々の提案についてはすでに上述本文で述べた通りであるが,ここに基本的な考え方とあわせ

て取りまとめをしておきたい｡

i. あえてタイ国農業の場合に限らないが.-般に農業開発については2つの形が考えられる｡

1つはいわば市場条件への適応であり,需要の増減に応じて生産,供給の調節を行うということ

であり,今 1つはその需要条件にかかわりなく,生産,供給の条件を改善し,いわゆる生産性を

高めるということである｡ この後者については,さらに形として2つが考えられる｡ 1つは個別

経営にとっては ｢外なる条件｣の改善,つまり,外部経済の創出ということであり,他は経営内

部の条件の改善,つまり経営の合理化ということである｡

2. 次いで農業開発がこれらのいずれを意味するかを問わず,その遂行上必要な条件としては

次のようなものが考えられる｡

① 経済合理性の追究について積極的な経営者の姿勢

㊤ 進歩した技術や市場条件の変動などについての知級.情報

@ 新技術,新経営方法の採用などに伴なう必要資本の調達

④ 経営者としての決軌 つまり,開発遂行に伴なう危険負担への決意などである｡

3. さて国際協力として,以上の諸点のうちどの面での協力が可能か｡基本的に①④は経営に

ついては経営者,あるいは外部経済創出については当該国の政治,行政の担当者の守備範囲に属

するところであろう｡あるいは国際協力が可能であるとしても,せいぜいその必要性の認識につ

いて助言し.それによって技術的な意味での協力の要請があれは,それに応ずるくらいのことで
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あろう｡

したがって,国際協力として可能な分野は,本来,㊥耳の領域にあると考えるへさではないかと

思う｡もちろん,現実には国際協力の名において市場調整など広汎な領域での協力が行われつつ

あることも否定し得ないが,厳密な意味での国際協力に限れば,このように考えてよいのではな

いかと思う｡

4 ところで.①④ について.タイ国政府ならびにタイ国農業関係者の現実はとうか｡タイ国

政府はすでに1960年代以降,積極的に各種農業開発政策をとり上げつつあり,その結果があるい

はダムの建設.水路の開設,さらには東北部農産物の搬出路としての道路の開設その他として実

現しつつあると見ることができるoまた,その過程でのWorld Bankの助言,提案などの役割

も見逃し難いo

さらに農業生産者自体の経済合理性追究の姿勢も見逃し難い｡中部タイでの水利藩政の体制の整

備があれば,それを受けて高収量品種の採用や械械化が進み,肥料価格の低廉化に応じて化学肥

料の施用も進むo労働慣行もまた伝統的な ｢チュマイ･カン｣が解体して,賃労働雇用の体制に変

わる｡東北タイにあっては,道路の開設が輸送費の低楓 市場への経済的距離のいわば短縮とし

て,とうもろこしの生産拡大に進むといった具合である｡また,米価高が全体として,米作の拡

大をもたらし,綿花,ケナフの価格高がそれぞれの増産をもたらす｡何れも農業生産者の市場適

応への積極性を裏書していること,いうまでもない｡

5. また,家族計画についても,同様に貝体的条件の裏付けを得て,両地区において程度の差

はあるものの,次第に定着しつつあるのではないかと思われる｡両地区の面接調査において,礼

幼児死亡の経験をもつ者が少なくないこと,また,その数が多数に上ることは,一種の保険機能

として多数の産児をもつ,すなわち出生率の高さの合理性を思わせるが,他方,出生率が全体と

して,両地区とも低下しつつあることもまた事実である｡これはおそらく,乳幼児の死亡率が栄

養集札 衛生条件などの改善によって,確実に低下しつつあるという事態を受けてのことではな

いかと思う｡すなわち,単なる産児調節,家族計画の知識の普及,技術手段の提供ということだ

けによるものではないのではないかということである｡そうとすれば,家族計画もまた具体的,

現実的条件の裏付けをもつものとして定着しつつあるものと見るへさではないかと思う｡といっ

てもちろん,本文中にもあるように保健指導員の指導による保健委員会などの役割を否定するわ

けではない｡たた,それにしても,乳幼児死亡率の低下という現実的条件があることによって,

それはいっそう効果的な手段となり得たのではないかということである｡

2 協力上の課題

では,国際協力上の課題を具体的にどう考えるか｡やはり問題のあるところ,要求のあるとこ

ろに視点をおくことが基本であろう｡
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1.すでに本文において,1960年代以降のタイ国農業開発政策を基本に,そjlなりに農業開発

の進捗があったことと併せて,新たな間韻がいくつか登場し.顕在化しつつあることを指摘した｡

その1つは基礎的生産条件,なかんずく,地力媒持の間道である｡中部タイにおいては化学肥

料の多投による土質の悪化問題が指摘され,東北タイについては疎林のいわゆる過剰開発の結果

としての表土の流失,それによる地力低下の問題の登場が伝えられる｡ともに個別経営にとって

重要条件であるが,決して経営内部だけの問題ではない｡一種の外部不経済の問題として当然,

国なり,地方団体なりの対応すべき重要課題であろう｡すでに対応として堆肥投入による地力回

復や植林などによるその回復,復元の対策がとり上げられつつあるという｡しかし,それらはは

たして対応策として1点疑いのない自明のものであろうかoLたがって堆肥作りや植林に対して

技術や知識やさらには必要資本を提供するということだけで済む問題であろうか｡地力回復はわ

が国自体についても解決すべき重要問題の1つであるが,対応策が自明のものとしてすでに確立

しているわけでは決してない｡ いわばなお試行錯誤の過程になおある問題だが,タイ国において

も同様ではないか｡そうとすれば, これ自体ともに研究し,検討すべき重要な協力問題の 1つで

はないかと思う｡地力減耗にはその然るべき理由と条件あってのことであるが,その回復につい

ても千差万別の手段と方法が考えられるはずである｡単に旧状態に復するといっても条件はそれ

ほど簡単ではない｡その過程においてすでに多くの条件が変化しているというのが多くの場合の

実態だからである｡したがって地力回復の問題についても,一種の農業開発問題として同様に複

軌 多様な条件と問題とをもつと考えねばならないのである0

2, そのことは生産の転換問題がある｡中部タイにおいてほ米の過剰問題から二期作から一期

作への転換が考えられているとされたり,東北タイでは同じく米作の不利を背景に畜産への転換

などが唱えられたりなどするという｡しかし,この場合にもその道は必ずしも自明でもなければ

明確でもない｡いったい,二期作から一期作へ戻るということはどういうことか｡それによって

どのような問題がどう解決するというのか｡また,畜産-の転換といっても,それに伴なう各種

問題の解決の道は必ずしも明らかでない｡そこには技術問題もあれは,流通.版免 市場の問題

もある｡また先立って資本調達の問題もあれば,金融,信用の問題もあるo第-に畜産といって

ち,その畜種の問題もあれは,穀軌 乾草,生草など粗飼料を含めての飼料調達の問題などもあ

る｡生産転換の対象が新規の作軌 畜産物などであれはあるほど,その必要とされる経営上の知

識,技術条件などは複軌 困難となるoそこには理論上 また,試晩 研究上検討すへき多くの

問題があろう｡それは技軌 経済の両面にわたり,決して解決容易な問題ではない｡単に既知の

知軌 技術を持ち込めばすむといった単純なものでは決してないが,それだけに協力上の課題は多

く存在するということであろう｡

3. しかし,問題は以上だけではない｡たとえば米が過剰であり,とうもろこしが過剰である

という｡それは一定の価格を前提とすれば需要がそれ以上に伸び得ないとか,あるいは現行市場

条件の下でその価格の維持が困難だとかいったようなことであろう｡しかし,それは現在の生産

条件と,したがってその下での生産費を前提としてのことである｡しかし,その現状について問
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題はないのか｡改善,工夫の余地を残した問題や研究,検討の余地のある問題はないのか｡面接

調査など今回の調査では必ずしも明確な指摘はなされ得なかったが,その余地はなお一般的には

かなり大きなものが存在すると思う｡たとえは,種子の発芽率一つをとっても,その不揃い,不

安定とその低さは現地農業の観察者によってしばしば指摘されるところである｡また,加二に 調

整,転送などの各種過程でのロスの多きについても同様である｡一言にしていえば,現行農業生

産を前提としての各種農業技術,経営技術自体についても,なお改善,進歩の余地大なるものが

あるということである｡とすれば,協力の対象はあえて,現在 ｢顕在化しつつある問題｣として

指摘されるところだけに限る必要はない.現行の米作,とうもろこし作,その他についてもなお

生産合理化 コスト節減の余地があり,したがって協力の余地も残されているとしなければならな

いのである｡

そして協力の方法は,農業生産をめぐる万般の条件にもわたることとなるであろう｡現状に問

題を見る時,協力の対象は無限に拡がり得るのである｡

4. なお,過剰生産,生産転換の問題に当面する時,われわれはそれによって道が閉されるの

でなく.新たな展開の可能性が示唆されるのだという視点を忘れるへきではあるまい｡過剰生産

である種の生産物の生産が不利になるということは,すなわち,それに向けられた生産要素のそ

の他の場面での有利な生産可能性を示唆し,意味するものに他ならないからである｡この観点に

立つときはまた,生産転換の方途の模索も協力問題の対象となり得るであろう｡現在,タイ国に

限らず農産物過剰問題がしばしば喧伝されるが,それはあくまで現行生産休制の維持を前提とし

てのことであることを忘れてはならないo lつの困難は必ず,他の可能性への道を用意し,閃く｡

問題はその可能性に対して扉を叩くかどうかである｡それにあえて挑戦しようとするところにこ

そ,双方にとっての協力問題があるといわねばならない｡
5.家族計画推進上の協力についても同様である｡すでにその動きが定着しつつあることは繰

り返し述べた｡その上で,なおかつ要求されるものが何であるか｡面接調査では--･々必ずしも明

らかにし得なかったが,それは必ずしも困難なことではないoそこでもすでに道は閃かれ,用意

されていると見るべきであろう｡
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第7章 調査団メンバーおよび日程

1 調 査 メ ン バ ー

日) 国内委員会

川 野 重 任
(主 査)

黒 田 俊 夫
(7ドパイザー)

原 洋之介

鷲 尾 宏 明

小 泉 朋 子

船 津 準 二

遠 藤 正 昭

西 川 由比子

東京大学名誉教授

E1本大学人u研究所名誉所長

東京大学東洋文化研究所助教授

アジア経済研究所経済協力調査室研究主任

東京大学大学院農学系研究科農業経済学 博士課程

(財)アジア人口 ･開発協会参与

(財)アジア人U ･開発協会業務課長

(財)アジア人tj･開発協会研究員

(2)予備 調査 メ ンバ ー (昭和60年7月21-7月25日)

船 津 準 二 調査団長 (前出)

西 川 由比子 (前出)

(3) 現地 調査 メ ンバ ー (昭和60年9月8ヒト 9月27日)

原 洋之介 調査団長 (前出)

小 泉 順 子 (前出)

遠 藤 正 昭 (前出)
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2 調査協力者

(1) 日本大使館

橘 正 忠 大使

満 都 和 好 参事官

永 山 勝 行 一等書記官

高 山 康 信 ---等書記官

(2) タイ国会議員

Dr.Boontlum Khamaplrad DeputyMimstel･OfCommunication

Ms.KhunylngKanokSamsenVll

(3) Bangkok Community DevelopmentProject

Ms.Tassanelndrasukhsri Dll.eCtOrBangkokCommunityDevelopment

Project

Dr.KaroonL10WStrisook FacultyofPubllCIiealthMahldoIUniversity

(4) GirlGuidesAssciation ofThaHand

Ms.Isa.Choangulla

Ms.DaraneeWenuchan

Ms.YupadeeDeemak

Ms.AreeLlrnParSOng

Ms.SlriluckThedvisarn

(5) Surin Province

Mr.Sanel･Mulasart Governor

Mrs.PlungsrlMulasart GirlGuidesChairmanofSurinBranch

Mr.SanerChantra ChieforGovernor'soffice

(6) Chalnard Province

Dr.PairatDacharln Governor

Mr. SuratNupJlnda Chlef,Manorum DistrictOrfice
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調 査 日 程

期間 .昭和60年9月8日～9月27日

調 査

o成田発 バンコク着

oMslsa, MsDaraneeと調査について打合せ

o永山勝行一等書記官と打合せ

o資料収集

oバンコク発 スリン着

oMr. SanerMulasartスリン県知事表敬

スリン県概況説明を受ける

opatanabul､i郡庁訪問

｡BanTard村にてアンケート事前調査

oアンケー ト事前調査について検討

oBanYang村にてフィール ド調査

oBanYang村にてフィール ド調査

ooISCAスリン研修センター訪問

oスリン発 バンコク着

oアジア経済研究所タイ事務所訪問

oThammasat大学訪問

oⅠIIStltuteOfPopulationStudies,chulalungkorrlUnlVerSity.Dl∴PIChlt

表敬

｡TechnologicalPromotlOnAssoclation訪問

oアンケー ト調査結果について協議
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調 査 概 要

18日的

19日榊

20日固

21川tJ

22日(El)

23日脚

24El附

oバ ンコク発チャイナー 卜者

oDl∴PalratDacharlnチャイナ- ト県知事表敬

チャイナ- 卜県概況説明を受ける

oBanWacYal村にてフィールド調査

oMr.SuratNupjindaマノルム郡長表敬

マノルム郡概況説明

oBanWatYal村にてフイ-ル ド調査

oチャイナ- 卜県発 バンコク着

oDr.Boontlum副大臣,Ms.KhunylngKanok議員と調査について協議

o資料整理

oバ ンコク郊外農村を見学

o現地調査中間報告

o資料整揮

O原洋之介団長帰国 バ ンコク発 成田着

｡資料収集

oDlndeng地区 ･42地区地域活動見学

opRDA訪問

｡ESCAP社会開発部訪問

O資料整理

O関係機関にて資料収集

o永山勝行一等書記官に現地調査報告

oバンコク郊外農村見学

o資料整理

oアンケー ト調査票最終チェック

oバンコク発 成田着
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予 備 調 査 日 程

期間 昭和60年 7月21日～7月25日

調 査 概 要

22巨日用

23日(A)

24E]帥d

25日榊

oカ トマンズ発 バ ンコク着

o満都和好参事官,永山勝行一等書記官,高山康信一等書記官と打合せ

oDr.Boontium副大臣と本調査について協議o

o農業省農地改革局 Mr.PiniLSuvanajata事務局長より,タイ農地改革情況の

説明を受ける｡

O同省避概農業プロジェク トを訪問

｡在タイ日本人派遣専門家と懇談

oバ ンコク発 コンケ-ン着

o東北タイ農業開発研究センタ-訪問

八田貞夫プロジェク トリータ-より東北タイについて概況説明を受ける｡

oDl∴UtalPISOne農業協力東北地域事務所長表敬

oコソケ-ン郊外農村を見学

oMsKhunylngKapokSamsenVll副大臣秘書官 と本調査について協議

oAyutthaya県 チャオピア潜流プロジェク トを見学

o永山勝行一等書記官に報告

oハ ンコク発

o成田着
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